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はじめに 

外国にルーツを持つ子ども達の状況は近年大きく変化している。外国人労働者数は 2025

年 1 月時点で約 230 万人と過去最高を更新し、0～14 歳の外国人の子どもの数も 2024 年時

点で約 27万 7千人と増加の一途を辿っている。また、父母のいずれかが外国籍である国際

児人口は 2040年には 203万 1,492人、2065年には 348万 5,462人に増加すると見込まれて

いる。父母のいずれかが外国籍である国際児やその後成人した者はマイノリティから一定

の住民層を構成することになり、可視化されにくい福祉的なニーズが将来的には量的に顕

在化するだろう。 

近年、特定技能 2号の対象分野の拡大や日本語教育機関認定法成立など、外国人材が家族

で長く定住することができるようにするための体制整備が進められており、共生社会の基

盤整備に向けた取り組みの一層の充実が喫緊に求められている。今年度は参院選で外国人

政策が大きな争点となり、社会全体で外国人との共生についての議論が活発化した。政府レ

ベルでも、「外国人の受入れ・秩序ある共生社会実現に関する関係閣僚会議」が設置され、

有識者会議意見書が出されたところである。外国ルーツの子どもの課題は、日本語習得に留

まらず、アイデンティティの確立、母語の習得、居場所の不在など多岐にわたり、包括的な

支援、そして受け入れ地域側の意識変容が必要となっている。一方で、自治体間の地域格差

も問題となっており、全国知事会が外国人住民の日本社会への統合を促進するための包括

的な政策の策定を政府に正式に要請するなど自治体の動きも活発化している。 

そこで本プロジェクトでは、外国にルーツを持つ子どもに自治体から提供される福祉・教

育サービスの全国的な実態、及び彼らのライフコース上の選択に影響を与えうる自治体要

因を明らかにすることを目的とし、研究を実施している。また、こうした研究成果を元に、

自治体における施策パッケージのあり方等をフィードバックしていきたいと考えている。

本研究班では、令和７年度の事業として、外国人の居住類型や移動の実態に関する分析、決

算書を用いた自治体施策の実態分析、孤立・孤独をはじめとする外国ルーツの子どものウェ

ルビーイングに関する研究を実施した。また、外部有識者による講演会を開催し、外国ルー

ツの子どもや保護者支援のための自治体政策・財政の在り方について、意見交換を行った。

本研究にあたってお話を伺った関係者の方々、講演会での講師として研究協力を得た先

生方からも貴重な情報やご意見を頂いた。この場を借りてお礼を申し上げたい。 
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1. プロジェクトの概要
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(1) 研究の内容

外国にルーツを持つ子ども達1の状況は近年大きく変化している。外国人労働者数は

2025年 1月時点で約 230万人と過去最高を更新し、0～14歳の外国人の子どもの数も 2024

年時点で約 27万 7千人と増加の一途を辿っている。是川（2018）によれば、父母のいず

れかが外国籍である国際児人口は 2040年には 203万 1,492人、2065年には 348万 5,462

人に増加すると見込まれている。父母のいずれかが外国籍である国際児やその後成人した

者はマイノリティから一定の住民層を構成することになり、可視化されにくい福祉的なニ

ーズが将来的には量的に顕在化するだろう。特定技能 2号の対象分野の拡大や日本語教育

機関認定法成立など、外国人材が家族で長く定住することができるようにするための体制

整備が進められているが、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に基づき、

共生社会の基盤整備に向けた取り組みの一層の充実が喫緊に求められている。 

これまでの研究では労働、教育、生活に関わる様々な側面において、外国人は日本人よ

り不利になりやすいことが明らかになってきている。不安定な就労形態や賃金が低い傾向

にあること（是川 2023）や、日本での学歴が賃金の上昇と結びついていないこと

（Takenaka et al., 2016）、高校中退率が高く、全日制高校では高等教育進学率が低いこ

と（額賀他 2022）、家計のひっ迫や子どもの体験や所有物の欠如にある割合が高いこと

（山本 2021）等が先行研究で実証的に示されている。一方で、外国人住民に対する支援

は多文化共生政策として地方自治体がほとんど一手に担ってきた（若山 2020）。 

上記の通り、これまでの先行研究では移民とその子どもを対象とした研究は蓄積されて

きている側面もあるが、外国ルーツの子どもの状況（学力、非認知能力、いじめ・不登校

の状況）などについては基本的知見が欠ける部分も存在する。また、生活・教育・就労を

横断的にサポートする自治体の体制については、ケーススタディは蓄積されてきているも

のの、類型化には至っていない。そこで本研究は、１）外国にルーツを持つ子どもにかか

る基本的な知見を補充すること、２）外国にルーツを持つ子どもに自治体から提供される

福祉・教育サービスに類型を見出すこと、３）彼らのライフコース上の選択に影響を与え

うる自治体要因を明らかにすること、４）上記の成果を元に政策担当部局により改善され

た自治体における施策パッケージのあり方等をフィードバックすることを目的とする。 

なお、本研究は、厚生労働省、出入国管理庁など関連省庁の他、自治体の関係部署、国

際交流協会、学校、財団や NPO等との連携や協力の元、実施している。 

(2)研究実施状況

2025年度は下記を実施した。

1 本報告書では、下記を参考に、外国ルーツの子どもを「国籍に関わらず、両親または親

のどちらか一方が外国出身者である子ども」と定義する。ただし、5章資料にあるよう

に、出生地ではなく、国籍を用いている調査も多いため、文脈によって、「外国人の子ど

も」という表現も用いる。https://ikitanaka.hatenablog.com/entry/2017/06/26/141007 
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・外国人の居住類型や移動の実態に関する分析

・Web掲載決算書を用いた外国ルーツ者の生活を支える自治体施策の実態把握

・外国ルーツの子どもの孤立と孤独に関する分析

・子どものウェルビーイング指標における外国ルーツの子どもの位置づけの検討

・有識者を招いた講演会の実施

・所内研究者や厚労省関係者を招いた研究会の実施

・関係省庁や自治体におけるヒアリング

また、令和７年度の研究成果は以下の通りである。 

〇書籍  

・藤井多希子(2026)「第１章 人口学的特性からみた地域社会の同質性と多様性－東京大

都市圏 100km 圏の空間分析－」『地域社会の大転換－コミュニティ政策の再構築に向け

て』公益財団法人日本都市センター, pp.12-31. 

〇報告書 

・外国にルーツを持つ子どもたちの教育と生活の実質的な保障を担保する自治体の体制に

ついての基礎的な研究プロジェクト 令和 6(2024)年度 報告書 

〇学会発表 

・泉田信行（2026）「外国ルーツ者の生活を支える自治体施策の実態把握－web掲載決算書

を用いた探索的分析－」日本社会福祉学会・関東地域ブロック部会、オンライン開催

（2026年 3月 22日） 

・佐々木織恵（2025）「熊本市における外国ルーツの子ども支援：資格化、社会化、主体

化の視点から」日本国際理解教育学会第 34回研究大会（2025年 6月 29日） 

・SASAKI Orie（2025）”The Efforts and Limitations of Local Japanese Immigrant

Education Practices: A Qualitative Comparative Analysis”, Colloque 

international 4 et 5 décembre 2025, Paris, France. 

(3)本報告書の概要

2025年度の本研究から得られた知見は以下の通りである。

【外国人の居住と移動について】 

 第２章及び第４章の第２回発表１の原稿から、分かったことは以下の通りである。第二

章の分析からは、東京圏、名古屋圏、大阪圏、非大都市圏で、2025年の０歳～39歳の日

本人と外国人の男女年齢別転入超過率を計算すると、日本人と外国人で人口移動傾向が異

なることが分かった。第４章の第２回発表１の分析からは、東京大都市圏 100km圏の小地
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域を対象として 10項目の人口学的指標を用いて階層クラスター分析を行ったところ、外

国人比率が高い類型は 5つ抽出され、それぞれが異なる特徴を有していることが分かり、

外国人が多く居住している地域といってもそのニーズは多様であることが示唆された。 

【外国ルーツの子どもと保護者のウェルビーイングについて】 

 第３章及び資料から分かったことは以下の通りである。第３章の分析では、東京都の８

つの自治体のデータを用いて、外国ルーツの子どもの孤立と孤独について分析し、両親と

も外国籍の子どもは平日の放課後を一人で過ごす可能性が高く、母親が外国人で父親が日

本人の子どもは休日の午後、一人で過ごしたり、親と会話がほぼ無い可能性が高い傾向が

あることを示した。また、子どもの孤独・孤立には世帯所得ではなく子どもの物質的剥奪

が関連していること、親が孤立していると子どもも孤独・孤立になりがちであることを示

した。 

 資料においては、公的調査における、外国ルーツの子どもの位置づけを、ユニセフの子ど

ものウェルビーイング指標を用いて検討し、子どもの健康や行動、人間関係や、保護者のネ

ットワーク、家庭や地域の資源や社会の状況を知るための公的調査が不足している実態を

示した。すでに存在している調査に外国人や外国ルーツ者を識別できるような設問を設け

たり、既存のデータの二次利用分析、新たな調査票の開発などを通じて、外国ルーツの子ど

もやその保護者の状況を幅広く捉える必要性を指摘した。 

【外国ルーツ者向け自治体の施策について】 

第４章の第２回発表１の原稿では、外国ルーツ者数の増大を背景に、外国ルーツ者の生

活ニーズに対して、基礎自治体がどのような施策によってその充足を図っているかを明ら

かにすることを目的とし、決算データを元に外国籍人口の多い市町村とそうでない自治体

の違いを検証した。その結果、財政力に有意差がない一方で、外国籍人口が多い自治体

で、より外国ルーツ者向け事業が実施されていることが明らかになった。これは、一般自

治体において外国ルーツ者向け施策がニーズに合わせて弾力的に実施されている可能性を

示すものである。 

 また、第４章にある第１回講演会では、倉地真太郎氏（明治大学准教授）から、外国人

住民支援政策における自治体の財源保障の在り方について、デンマークの事例を基にお話

頂いた。デンマークにおける充実した地方の移民政策の背景として、国の財政が安定して

いること、社会保障の税財源化が進んでいること、外国人の権利保障が厚いこと、移民受

け入れから時間が経過してきていること、教育予算の中で彼らの言語教育と職業訓練に重

点的に配分されていることなどが示された。また日本では、自治体レベルで外国人の状況

を把握するような調査を充実させ、全国知事会などを中心に自治体から国の施策に提言し

ていくことや、地方消費税など国が地方の財源補正の仕組みを作ることなどの必要性が提

起された。 
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以上、外国ルーツの子どもやその保護者の現状を、居住と移動、ウェルビーイング、自

治体施策の観点から検討してきた。外国人が多く居住している地域と一口に言っても、そ

のニーズは多様であり、そうした自治体では様々な施策が実施されていることが明らかに

なった。一方で、自治体間の財源偏在の問題や、国と自治体の施策の役割分担の在り方、

公的調査における外国ルーツの子どもや保護者の状況を把握するための指標の不在など、

今後更なる検討が必要な課題も多い。孤立や孤独の状況をはじめ、労働、教育、生活の

様々な側面において、外国ルーツの子どもや保護者が不利な状況におかれている現状にお

いて、自治体の外国人向け施策と外国人人口の移動や居住がどのような関係にあるのか、

子どものウェルビーイングを向上させるためにはどのような施策が求められるのかについ

て、引き続き検討が求められる。 

【引用文献一覧】 

是川夕（2018）．日本における国際人口移動転換とその中長期的展望 ―日本特殊論 

を超えて『移民政策研究』10，13-28頁． 

是川夕（2023）「日本における外国人労働者の賃金決定構造：日本人との賃金格差に注目し

た分析」『IPSS Working Paper Series』67, 1-82頁. 

額賀美紗子他（2022）「外国につながる生徒の学習と進路状況に関する調査報告書－都立高

校アンケート調査の分析結果」 

山本直子（2021）「外国につながる子どもの貧困」『東京都立大学子ども・若者貧困研究セン

ターワーキングペーパーシリーズ』17.

若山将実（2020）「外国人住民の人口規模が地方自治体の多文化共生政策を担当する行政組

織の形成に与える影響」『北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要』12. 

https://hokurikugakuin.repo.nii.ac.jp/records/1063 

Takenaka, A., Nakamuro, M., & Ishida, K. (2016). Negative assimilation: How 

immigrants experience economic mobility in Japan. International Migration Review, 

50(2), 506-533. 

5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.  日本人と比較した若年齢外国人の国内転入超過率の特徴 

 

  

6



 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

20
25
年

割
合
（
％
）

日本人と比較した若年齢外国人の国内転入超過率の特徴 

 

小池司朗 

 

1． はじめに 

近年、外国人人口の増加に伴い、国内人口移動においても外国人の影響力が高まっている。

総務省「住民基本台帳人口移動報告」（以下、「住基移動」）より、外国人の都道府県間移動

数が表章されるようになった2014年以降における都道府県間総移動数に占める外国人移動

数の推移をみると（図 1）、2014 年時点では男 6.0％、女 6.2％であったが、2025 年には男

15.4％、女 13.5％まで上昇しており、その重要性は疑いない。外国人の地域間移動を的確に

把握することが、地域別将来推計人口の精度向上に大きな役割を果たすと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 都道府県間総移動数に占める外国人移動数の割合の推移 

 

本稿では、外国人の人口移動傾向を捉えるための予備的な分析として、若年層を中心とす

る年齢（0～4 歳から 35～39 歳まで）における外国人の三大都市圏と非大都市圏の転入超過

率の特徴について、最新の「住基移動」等を用いて日本人と比較しながら明らかにすること

を目的とする。 

 

2． 利用データ 

本稿では、東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）、名古屋圏（岐阜、愛知、三重）、大阪圏

（京都、大阪、兵庫、奈良）と非大都市圏（上記以外の道県）の 4 地域について、0～4 歳

から 35～39 歳までの男女 5 歳階級別に日本人と外国人の転入超過率を算出する。分子は、

2025 年の「住基移動」から得られる日本人と外国人の男女 5 歳階級別転入超過数とした。

分母は、日本人については総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

男 男 

女 
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0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

東京圏 -0.26 -0.04 0.04 1.43 4.20 1.24 0.19 -0.04

名古屋圏 -0.05 -0.09 -0.05 -0.13 0.02 -0.32 -0.03 -0.06

大阪圏 0.05 0.07 0.05 0.87 -0.69 -0.11 0.04 0.05

非大都市圏 0.16 0.02 -0.03 -1.06 -2.72 -0.93 -0.15 0.02

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

東京圏 0.52 0.32 0.28 -2.00 -0.49 1.71 1.41 0.81

名古屋圏 0.51 0.03 0.09 -6.07 -3.39 -0.35 -0.22 0.18

大阪圏 0.49 0.36 0.06 -0.83 -0.14 0.05 0.07 0.04

非大都市圏 -1.52 -0.83 -0.62 6.09 1.50 -1.71 -1.70 -1.28

日本人

外国人

（以下、「住基人口」）から得られる 2025 年 1 月 1 日時点の男女 5 歳階級別日本人人口と

し、外国人については法務省「在留外国人統計」から得られる 2024 年 12 月 31 日時点の男

女 5 歳階級別外国人人口とした。外国人について「住基移動」のデータを用いなかったの

は、同データの年齢別人口に一部秘匿が除かれているのを考慮したことによる。分子、分母

ともに上記の 4 地域についてそれぞれ所属する都道府県の値を足し上げることによって転

入超過率を算出した。 

3． 結果 

算出した結果は表 1 のとおりとなった。本表から明らかなように、日本人と外国人の年

齢別転入超過率には大きな差異がみられる。 

東京圏では、男女とも 15～19 歳と 20～24 歳では日本人の転入超過率の方が高く、その

他の年齢階級では外国人の転入超過率の方が高くなっている。日本人は転入超過率のピー

クが男女とも 20～24 歳で 30 歳代になるとほぼゼロに近づくが、外国人は転入超過率のピ

ークが男女とも 25～29 歳で 30 歳代になっても小さくない転入超過率が観察されている。

また、0～4 歳の転入超過率について、日本人では大阪圏の男性が若干プラスになっている

以外は大都市圏ではすべてマイナスであるが、外国人は三大都市圏ですべてプラスとなっ

ている。名古屋圏では、外国人の 15～19 歳と 20～24 歳で男女とも大幅なマイナスとなっ

ているのが目立つ。外国人の男女を比較すると、20～24 歳以上において東京圏と大阪圏で

は総じて女性の転入超過率が高い傾向がみられる。 

表 1 日本人と外国人の年齢別転入超過率（2025 年） 

男 
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0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

東京圏 -0.21 -0.01 0.07 1.43 4.66 1.02 0.15 0.00

名古屋圏 -0.13 -0.12 -0.07 -0.36 -0.79 -0.32 -0.11 -0.07

大阪圏 -0.01 0.04 0.06 0.92 0.49 -0.06 -0.06 -0.01

非大都市圏 0.16 0.02 -0.05 -1.03 -3.48 -0.81 -0.07 0.01

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

東京圏 0.42 0.26 0.20 -2.14 2.13 2.96 1.44 0.77

名古屋圏 0.50 -0.15 0.05 -3.60 -1.70 -0.64 -0.24 -0.08

大阪圏 0.36 0.38 0.09 2.16 1.23 1.10 0.34 0.04

非大都市圏 -1.21 -0.61 -0.45 3.58 -1.75 -3.53 -2.02 -1.20

日本人

外国人

女 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 本稿では、2025 年の「住基移動」等から三大都市圏および非大都市圏の 4 地域における

35～39 歳以下の日本人と外国人の男女年齢別転入超過率を算出し、その差異を明らかにし

た。4 地域という粗い地域単位での分析であるものの、日本人と外国人の人口移動傾向の違

いが浮き彫りとなり、人口移動に関して両者を別々に分析することの重要性が改めて示さ

れたといえる。 

 しかし本稿は2025年という単年での分析であり、その他の時点との比較は行えていない。

いうまでもなく、外国人に関しては国内移動だけではなく国際移動との関連について丁寧

に分析していく必要がある。また外国人の人口移動は国や地方自治体の政策とも大きく関

連していることから、今日需要が高まっている地域別の外国人人口の推計に向けては、人口

統計以外の資料も活用した定性的な分析も併せて行うことが不可欠といえよう。 
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3.  外国ルーツの子どもの孤立と孤独 

―東京都子どもの生活実態調査から― 
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 外国ルーツの子どもの孤立と孤独 

―東京都子どもの生活実態調査から― 

千年よしみ 

 
本稿では、東京都の 8 つの市区における小学 5 年生・中学 2 年生のデータ（2016-2019

年）を用いて、両親とも日本国籍の子どもと外国ルーツの子どもに孤立・孤独となるリスク
に違いがあるかを分析した。子どもの社会的交流からみた孤立（一人で過ごす・会話がほぼ
無い）と孤独感に係わる 6 つの項目を用いた分析の結果、「平日の放課後、一人で過ごす」
では両親とも外国籍の子どもで孤立状態にある可能性が高く、「休日の午後、一人で過ごす」
と「親と会話がほぼ無い」については、母（外国）・父（日本）の子どもでリスクが高かっ
た。「親との会話がほぼ無い」については、先行研究で示された受入国に親より早く適応す
る子どもと親との親子関係の不調和を示唆する結果となった。また、子どもの孤独・孤立に
は世帯所得ではなく子どもの物質的剥奪が関連していること、親が孤立していると子ども
も孤独・孤立になりがちであることが明らかになった。 
 
キーワード：子どもの孤独・孤立、外国ルーツの子ども 
 
 

 

I. はじめに 

 近年、日本においても、孤独・孤立は社会的な課題であることが広く認識され、2024 年
4 月 1 日から「孤独・孤立対策推進法」が施行されている。2020 年から猛威を振るった新
型コロナウイルス感染症（COVID-19）により、学校・職場といった日常の場での人々の交
流が遮断されたことは、孤独・孤立が私たちの心身の健康に及ぼす影響をより鮮明に際立た
せることとなった。しかし、日本における孤独・孤立の問題はコロナ禍によって突然発生し
たものではない。少子高齢化や非婚化、家族の個人化に伴う単身世帯の増加と孤立死の急増、
長時間労働や非典型時間就労による時間の貧困、IT 化による職場でのつながりの弱体化、
過疎化や地域組織の衰退といった社会構造の変化により、孤独・孤立はすでに大きな問題と
なっていたのが、コロナ禍をきっかけに表面化したとも考えられる。 
年齢別にみると、高齢者については高齢単身世帯の増加を受け、孤独・孤立は深刻な社会

的課題として認識されており、研究の蓄積と共に政策的対応（内閣府 2024）もみられる。
その一方、子どもの孤独・孤立についての関心は、依然として限定的である。孤独に関して
は、主として思春期を対象に心理学的研究が蓄積されてきたのに対し、孤立は主に高齢者を
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対象とした公衆衛生・福祉的視点からの研究が多い（Holt-Lunstad 2022, 林 2024, 太刀川
他 2025）。しかし、日本の子どものメンタル・ヘルスの状態は国際的にみても決して良いと
は言えず、ユニセフによる子どもの 2025 年精神的幸福度ランキングでは、先進国 36 カ国
中 32 位という低さである（UNICEF 2025）。これは、子どもの生活満足度が相対的に低く
自殺率が極めて高く、且つ上昇傾向にあるためである（UNICEF 2025）。小中高生の自殺者
数は、令和 7（2025）年には 532 人（暫定値）に達し、統計開始以来最多となってしまって
いる（厚生労働省 2026）。また、子どもの生活満足度と関連が強い要因の一つは親（保護
者）との会話頻度であるが、親が１週間のうち少なくとも 1-2 回子どもと話す機会を設ける
と回答した子どもの割合は日本では 53%と 38 カ国中最低であることが判明している
（UNICEF 2025）。 
さらに、林（2024）は、今後とも外国人の増加が見込まれることから、外国人を対象とし

た孤独・孤立に関する分析が必要であることを指摘している。外国人の増加と同時に外国に
ルーツを持ち、日本語指導が必要な児童生徒の数も年々増加している（文部科学省 2024）。
こうした子どもたちは言語的・文化的障壁、差別や周縁化など、複合的な困難を抱えている
ことは、たびたび指摘されている（若槻 2020, 山本 2024）。こうした子どもたちをも視野に
入れた子どもの孤独・孤立に関する実態把握と関連要因に関する研究が必要である。 
本稿は、2016 年から 2019 年に小学校５年生・中学校２年生を対象に東京都の 8 つの市

区で実施された「子どもの生活実態調査」を用いて、子どもの孤独と孤立の現状を把握し、
その関連要因について検討する。関連要因として、子ども自身の属性の他、保護者・世帯の
属性を考慮に入れて分析を行う。本分析で着目するのは外国ルーツの子どもである。日本で
生活する外国ルーツの子どもは、外国ルーツではない子どもと比べてより孤独・孤立に陥り
やすい状態にあるのだろうか。より孤独・孤立の状態にある場合、どのような要因が関連し
ているのか分析を進める。 

 

II. 子どもの孤独・孤立に関する先行研究 

孤独・孤立はしばしば並列して議論されるが、両者は同じものではない。孤独は個人の社
会関係に対するニーズと現状とのギャップからくる不快な主観的感情（Perlman and Peplau 
1981）である。それに対して、孤立は「家族・友人・近所の人などとの社会的な交流が希薄
な状態」（Berg and Cassells 1992）を指し、社会的接触が客観的に少ない状態である。この
ように孤独と孤立は独立した概念であるが、どちらも社会的つながりが欠如している状態
を表している。世界各国の研究において、社会的つながりは、他者との交流頻度、得られる
（または得られると認識する）道具的・情緒的支援の有無、グループや組織への参加状況、
他者との関係満足度等、様々な概念と指標を用いて計測されてきた（WHO 2025）。OECD
（2025）やWHO（2025）は、孤立を社会的つながりの構造的側面と捉えており、個人が社
会的ネットワークにどの程度包摂されているかを計測する指標としている。そして、その操
作的定義として、他者との関係や役割の規模、交流頻度、グループへの参加状況等を挙げて
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いる。 
一方、日本の孤立研究において操作的定義としてしばしば用いられている、「得られる（ま

たは得られると認識する）道具的・情緒的支援の有無」は、WHO(2025)やOECD（2025）
の社会的つながりの概念の中では、機能的側面として捉えられている。たとえ、個人が多数
のネットワークを保持していても、必ずしもそのつながりから支援を受けられるといった
機能的恩恵が得られるとは限らないため、社会的つながりは構造面、機能面など多角的な観
点から分析することが重要である（Holt-Lunstad 2022）。ちなみに他者との関係満足度は社
会的つながり概念の質的側面を表す（WHO 2025）。質的側面は、他者との関係性の良い面、
悪い面であり、関係の良好性などの質的側面を表すとされる（WHO 2025）。 
本稿は主として子どもの孤独・孤立の関連要因を探ることを目的としているが、全般的に

孤立に関する研究は孤独研究よりも少ない（Siva 2020, WHO 2025）。孤独感の計測につい
ては、UCLA 孤独感尺度やその３項目短縮版などが開発され広く使用されている（林 2024, 
内閣府孤独・孤立対策室 2025）。一方、孤立の計測については特に一定の尺度があるわけで
はなく、研究者の問題関心によって様々であるのが現状である。（太刀川他 2025）。 
子どもの孤独に関しては、英国統計局が 2018年に 10-15歳の子どもを対象とした初めて

の調査を実施した。この調査では UCLA 孤独感尺度 3 項目短縮版の他、直接的にどの程度
の頻度で孤独を感じるか、についても 4 つの選択肢の中から回答を求める設問を設けてい
る。結果をみると、10-12歳の 14.0％が「孤独を感じることがしばしば・常にある」と回答
したのに対し、13-15 歳では 8.6％であり、年齢が低い子どもの方が孤独を感じる割合が高
い（UK ONS 2018）。 
また、同調査において、無料の給食を受給していない子どもで孤独を感じる割合は 5.5％

であるのに対し、無料の給食を受給している子どもでは 27.5％が孤独をしばしば感じてい
ることが明らかになった。無料の給食は低所得世帯に受給資格があることから、世帯の経済
的困窮度が子どもの孤独に関連していることが示唆される（UK ONS 2018）。10-15歳の子
どもの孤独と関連性がみられる他の要因としては、性別（女子で孤独感が高い）、世帯所得
（低所得で高い）、健康状態（悪い状態で高い）、家族・友人との関係満足度（満足度が低い
と高い）、きょうだい数（少ないと高い）、が挙げられている（UK ONS 2018）。同じく英国
統計局による 16-24 歳の若者を対象とした孤独調査の結果によると、エスニック・マイノ
リティであること、性的少数者であること、困った時に頼れる人がいないことも孤独の関連
要因となっている（UK ONS 2018）。WHO（2025）の報告でも、障害のある人、性的少数
者、移民や難民、エスニック・マイノリティといった社会から疎外されがちな人々で社会的
つながりが欠如しやすいことが明記されている。また若者世代では、高校から大学への進学、
離家、初めての一人暮らし、といったライフステージ上の変化も孤独に関連している（UK 
ONS 2018）。孤独感が強い人にみられるこれらの属性は、OECD諸国のデータから得られ
た結果とも一致している（OECD 2025）。 
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III. 移民の子どもの孤独・孤立に関する先行研究 

幼少期における移動後の孤独感や孤立は、一般的には出身地で構築した学校や地元での
社会的ネットワークの喪失が一つの大きな要因と考えられる（Anderson et al. 2014, Bernard 
et al. 2025）。日本においても教育学の分野で学校・学級における同級生や友人とのつながり
が、子どもの学力・学習意欲の向上の他（露口 2016）、子どものウェル・ビーイングの向上
に対しても効果を持つことが明らかにされている（露口 2017）。子どもが学校・学級で良好
な社会的つながりを持っていた場合、居住地が変わることでこれらのつながりを喪失すれ
ば、子どもに対して負の影響を及ぼすことは、想像に難くない。多くの子どもにとっては、
移動後に感じる孤独や寂しさは一時的なものであるが（Madsen et al. 2016）、子どもの移動
が国際移動であった場合、出身国と受入国における言語、制度、習慣や規範等の違いが国内
移動よりも格段に大きく、新しい環境に適応するまでの心理的・時間的コストは大きくなる
（Berry 1997）。加えて移動者の出身国やエスニシティが受入国において差別の対象となる
場合、大人でも孤独感が高まることから（Mengxing et al. 2025）、子どもが孤独感や疎外感
を感じるリスクも高くなると考えられる。 
子どもにとって、親と友人からの支援が主観的なウェル・ビーイングを規定する最も大き

な要因であり（Wu and Lee 2022）、移動先の新しい環境や生活の変化についても、親・き
ょうだいの存在やかかわり方が子どもを孤独から守る役割を果たしていると考えられる。
例えば、子どもが５歳になる前までは母親が子どもにとって支援的な存在である場合に、移
動の負の影響が緩和される傾向がある（Anderson et al. 2014）。また、Hagan らの研究によ
れば（1996）、家族移動の負の影響は、父親が関与せず母親が子どもと話す時間を持たない
等、子どもにとって支援的存在ではない家庭において著しく顕著である。 
移民の子どもや移民ルーツの子どもの孤独・孤立との関係に着目した研究は、欧米諸国に

おいてもそれほど多くない。ここでは、小学校から中学校の年齢相当の子どもを対象とした
先行研究を概観する。オーストラリアの 8-17歳の子どもを対象とした研究では、エスニッ
ク・マイノリティである子どもはマジョリティである子どもよりも孤独感が強く、更に差別
を受けた経験は孤独感を増す方向に作用していた（Priest et al. 2014）。 
デンマークの 13 歳と 15 歳 3,083 人のデータを分析した Madsen 他（2016）によると、

デンマーク出身の子ども（両親のうち少なくとも１人がデンマーク生まれ）と比べて移民の
子ども（子ども本人・両親ともにデンマーク以外の国生まれ）が孤独を感じるリスクは約 5.8
倍高かった。その一方、移民第二世代の子ども（子どもはデンマーク生まれ、両親はデンマ
ーク以外の国生まれ）では、デンマーク出身の子どもと比較して孤独を感じるリスクに差は
みられなかった。通常、移動後の負の効果は、時間と共に消失する傾向がみられるため
（Bernard et al. 2025）、受入国に移動してきたばかりの移民の子どもは、孤独を強く感じる
可能性が高く、分析においては世代や滞在年数等を考慮に入れる必要がある。この分析では、
子どもの移民世代の定義が通常の社会学的分析とは異なる、世帯の経済的困窮度や親の学
歴等の世帯の社会関係資本に関する変数が含まれていないという点があるため、より厳密
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な結果を得るためにはそれらの変数を統制する必要があるだろう。 
スウェーデンの 14-15 歳の子どもを対象に移民であることと社会的排除の関連を調べた

Plenty and Jonsson（2017）によると、移民の子どもは、第一世代・第二世代共にスウェー
デン出身の子どもと比べてクラスメートから拒絶される可能性が高く、さらに第一世代で
非ヨーロッパ出身の子どもは孤立する可能性が高かった。これは、非ヨーロッパ出身者の多
くがスウェーデンに来てまだ日が浅かったためと説明されている。また、クラス内の移民ル
ーツの子どもの割合が低い場合に、第一世代・第二世代共に孤立に陥るリスクは高くなる。
このことから、クラスにおける移民ルーツの子どもの割合といったクラスのコンテクスト
も子どもの孤独に影響を及ぼすことが示唆される。 
イギリス、ドイツ、スウェーデン３カ国における 14-15 歳の子どものデータを分析した

Raabe（2019）によると、移民の子どもは世代にかかわらずクラス内のマジョリティの子ど
もから孤立している傾向が強く、それは特に受入国に来た直後の子どもで顕著であった。以
上の先行研究をみると、移民第一世代の子どもで受入国に来て間もない場合は、一貫して子
どもの孤独感や孤立が高い傾向がみられる。しかし、全般的に移民や移民ルーツの子どもの
孤独・孤立に関する研究蓄積はまだ少なく、移民の世代や孤立の操作的定義なども様々であ
り一定の傾向が見いだせるとは言い難い。また、子どもの生活場所は主として家庭、学校、
地域であり、家族や友達との関係満足度が低い子どもは孤独感が強い傾向にあることが判
明しているが（Siva 2020）、子どもの孤独と親との関係に関する定量的研究は手薄である。
本稿では、友達や同級生の他に、親との関係についても視野に入れて、子どもの孤独・孤立
について分析を進める。 

 

IV．データと変数 

1. データ 

分析には、8つの東京都内の市区が小学校５年生・中学校２年生とその保護者に対して実
施した「子どもの生活実態調査」の個票データを用いる。このデータを用いる利点は二つあ
る。まず、今回分析に用いた 8つの市区（表１参照）は「子どもの生活実態調査」において、
対象となった子どもの父親・母親それぞれの国籍に関する設問を取り入れている。そのため、
子どもが外国ルーツであるか否かを特定でき、父母共に日本国籍である子どもと、外国ルー
ツの子どもとの比較を行うことが可能となる。二つ目に、これらの調査は 2016 年から 2019
年のほぼ同時期に実施され、対象者は小学校５年生・中学校２年生に限定されており、且つ
調査票の設問もほぼ同じであるため、データを統合して分析することができる。統合するこ
とにより、通常の調査では出現率が低いために分析することが困難な外国ルーツの子ども
の分析を行うことが可能となる。 
ただし、調査票では保護者の国籍について、日本国籍か・外国籍か、のみをきいており、

外国籍である場合に国名まではきいていないため、国籍別の分析はできない。また、主な回
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答者に日本人を想定しているため、子どもや親の日本居住年数や日本語・母国語の能力や家
庭内使用言語といった移民研究においては必須の設問が含まれていない。 

 
「 表 1  自治体別、調査の概要 」 

 
各自治体の調査概要を表 1 に示す。分析には、子ども票と保護者票がマッチングできた

サンプルのみを用いた。本分析では、外国ルーツの子どもを、両親２人とも、または両親の
うちどちらか１人が外国籍である子どもと定義している。8 つの自治体のデータを統合した
ことにより、外国ルーツの子どもの総数は 481 人となり、全サンプル 13,968 人の 3.4％を
占める。これら 8 つの調査の調査方法は郵送や学校での配布、一部ウェブ調査など様々で
ある。表１をみると、学校配布・回収である場合に回答率は 8割弱と高く、郵送であると 4
割程度かそれ以下と低いことがわかる。従って、分析では市区別・学年別の人口から逆算し
たウェイト付の集計を行う。 
 

2. 分析に用いる変数 

表 2に示すように、本稿では従属変数となる子どもの孤独・孤立を、(1) 平日の放課後一
人でいる、(2) 休日の午後一人でいる、(3) 誰ともあまり話さない、(4) 親とあまり話さな
い、(5) 友だちとあまり話さない、(6) 孤独感がある、の 6つの指標を用いて分析する。(1)
から(5)は、主として子どもの社会的交流の欠如を、そして (6)は子どもの主観的孤独感を
表す変数として用いる。全ての従属変数について、孤独・孤立であるとみなされる場合を１，
それ以外を０となるように作成している。 

(1)「平日の放課後一人でいる」については、「あなたは、平日（学校に行く日）の放課
後（夕方６時くらいまで）はだれと過ごしますか。一緒に過ごすことが一番多い人に○をつ
けてください。（あてはまる番号１つに○）」とたずね、「家族（おじいちゃん・おばあちゃ
ん、親せきなどもふくみます）/学童クラブ、その他の施設の先生/その他の大人（近所の大
人、塾や習い事の先生など）/学校の友だち/学校以外の友だち（地域のスポーツクラブ、近
所の友だちなど）/一人でいる」の 6つの選択肢の中から、「一人でいる」と回答した場合に
「平日の放課後一人でいる(=1)」、それ以外の選択肢を選んだ場合を=0 とする二値変数と
した。(2)「休日の午後一人でいる」、については、「あなたは、休日（学校がお休みの日）
の午後はだれと過ごしますか。一緒に過ごすことが一番多い人に○をつけてください。（あ
てはまる番号１つに○）とたずねる設問を用いた。選択肢は、平日の放課後だれと過ごすか、
の選択肢と同じであり、ここでも「一人でいる」と回答した場合に「休日の午後一人でいる
(=1)」、それ以外を=0 とする二値変数とした。 

 
「 表 2  子どもの孤独・孤立に関する設問項目 」 
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会話頻度に関する設問は「あなたはふだん、困っていることや悩み事、楽しいことや悲し
いことを、他の人にどれくらい話しますか。「1 よく話す」から「4 ぜんぜん話さない」の
うち、もっとも近いものに〇をつけてください。電話、メール、LINE も「話した」と考え
て答えてください。（それぞれ、あてはまる番号１つに〇）」とたずね、A 家族（親）、B 家
族（きょうだい）、C 家族（おじいちゃん・おばあちゃんなど）、D学校の先生、E 児童館（学
童クラブをふくみます）の職員、F友だち、G その他の大人（地域のスポーツクラブのコー
チや塾・習い事の先生など）の 7 項目について「よく話す/時々話す/あまり話さない/ぜん
ぜん話さない」の 4 つの選択肢から 1つ選択する形式をとっている。 
 選択肢は「1 よく話す」と「2 時々話す」を「話す（=0）」としてまとめ、「3 あまり話さ
ない」、「4 ぜんぜん話さない」を「あまり話さない (=1)」としてまとめた。その上で A か
ら Gの全 7 項目について「あまり話さない」を選択した場合に、(3)「誰ともあまり話さな
い(=1)」、それ以外を「話す(=0)」とする二値変数とした。(4)「親とあまり話さない」につ
いては A 家族（親）の設問で「あまり話さない」と回答した場合に「親とあまり話さない
(=1)」、それ以外を「話す(=0)」とする二値変数とした。(5)「友達とあまり話さない」につ
いても同様の操作を行った。 

(6)「孤独感がある」については、「あなたの思いや気持ちについて、「1 とても思う」か
ら「4 思わない」のもっとも近いものに〇をつけてください。（それぞれ、あてはまる番号
１つに〇）」との設問を用いた。この設問には 8つの項目が含まれており、その中の「孤独
を感じることはない」に対して、「3 あまり思わない」、「4思わない」のどちらかを回答した
場合に「孤独感がある(=1)」、「1とても思う」、「2 思う」を回答した場合に「孤独感なし(=0)」
とする二値変数とした。 
 独立変数は、(1) 子どものルーツ、(2) 子どもの属性、(3)世帯・保護者の属性、の 3 つ
に分類した。子どものルーツについては、両親共に日本国籍である場合を基準とし、母親が
日本国籍・父親が外国籍、母親が外国籍・父親が日本国籍、両親共に外国籍の 4 区分のダミ
ー変数とした。子どもの属性は、子どもの性別（男子=0/女子=1）、子どもの学年（小学校
5 年生=0/中学校２年生=1）の他、子どもの健康は、子どもの主観的健康観を用いて（普通
=0/健康状態がよい（よい、まあよい）/健康状態がよくない（あまりよくない、よくない））
ダミー変数を作成した。 
世帯の属性には、子どもの物質的剥奪、世帯構成、世帯人員数、等価世帯所得を投入する。

日本においても外国ルーツの子どもが属する世帯は両親とも日本国籍である子どもの世帯
よりも経済的に困難な状況に置かれていることが明らかになっている（山本 2025）。一方、
先行研究から（Khin et al. 2023, Yamaoka et al. 2021）、子どものうつや問題行動と関連があ
るのは世帯所得ではなく、子どもの物質的剥奪であることも判明している。子どもの物質的
剥奪は、日本の子どもを対象に作成された 14 項目を用いてダミー変数を作成した（Abe 
2019）。14 項目は、自分だけの本、子ども部屋、（自宅で）インターネットにつながるパソ
コン、自宅で宿題をすることができる場所、自分専用の勉強机、スポーツ用品、ゲーム機、
たいていの友だちが持っているおもちゃ、自転車、おやつやちょっとしたおもちゃを買うお
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こづかい、友だちが着ているのと同じような服、２足以上のサイズのあった靴、けいたい電
話・スマートフォン、けいたい音楽プレーやなど、から成る。回答は、「ある/ない（ほしい）
/ない（ほしくない）」の 3つの選択肢から１つ選ぶ形式となっている。分析ではそれぞれの
項目について、「ある=0」、「ない（ほしい）」と「ない（ほしくない）」をまとめて「ない=1」
とした。 
従来、貧困研究においては、特定の物品が欠如している場合に、自身が欲しいにもかかわ

らず経済的な理由で欠如しているのか（剥奪）、それとも自身の選好でほしくないのか、を
区別することの必要性が指摘されてきた（阿部 2018）。また、子どもの回答を用いて子ども
の物質的剥奪を測る場合、自分が欲していても得ることが出来ない物品や生活水準につい
て、子どもがその欲求自体を封印してしまう行動（adaptive preference）をとってしまう可
能性が指摘されてきた（阿部 2018）。この点について 2016 年東京都の「子どもの生活実態
調査」を用いて分析した Abe（2019）によると、adaptive preference を考慮した剥奪指標を
用いても、従来の指標（欲しいか・欲しくないかにかかわらず、その物品の有無のみで計測）
と比較して、より子どもの貧困に関連する状況を説明できるとは限らないことが判明して
いる。従って、本分析では、従来通り「ある」と「ない」の２つに分けた。その上で、「な
い」と回答した項目を合計し、「0-2 項目欠如」をベースとして「3-5 項目欠如」、「6 項目以
上欠如」の 3グループに分類した。 
世帯構成は、ふたり親世帯（=0）/ひとり親世帯（=1）に分けた。等価世帯所得は、世帯

所得を世帯人数の平方根で除し、その額が等価世帯所得の中央値の半分以上である場合に
「低所得ではない=0」、半分未満である場合を「低所得」、わからないと回答した場合を「わ
からない」とした。世帯所得は「わからない」との回答が多い上に、可処分所得を計算する
のに必要な社会保障給付額に関する設問については、保護者が外国籍の場合に不詳割合が
顕著に高いため（千年 2023）、等価世帯所得を用いた。 
保護者の属性として、母親の就労時間（週平均）、母親の学歴、そして保護者の孤立状況

を用いる。母親の就労時間は、働いていない=0/週 40 時間未満/週 40 時間以上の 3 区分で
ある。母親が長時間労働に従事している場合、家庭内で子どもと関わる時間が少なくなり、
その結果として子どもが放課後や休日に一人でいる状態が長くなる、親との会話が減少す
る、といったことが生じやすくなると考えられる。母親の学歴は、高校卒またはそれ以下
=0/高専・短大・専門/大学・大学院の３区分とした。分析では、保護者の孤立状況が子ども
の孤独・孤立に与える影響を探るため、保護者の孤立状況に関する変数を投入した。先行研
究から子どものソーシャル・キャピタルは保護者の有するソーシャル・キャピタルの影響を
受けることが指摘されている（柏木 2020）。保護者自身が孤立状態にある場合、母親・父親
同士の友達や近所の人との交流が無く、子ども同士を遊ばせたり親子で出かけたりするよ
うな機会が少なくなると考えられる。また、保護者の孤立と子どもの孤独・孤立に関連があ
るとすれば、孤独・孤立の世代間連鎖が生じるリスクもあることが考えられる。保護者の孤
立状況は、「あなたは、本当に困ったときや悩みがあるとき、相談できる人（家族、友人、
親戚、同僚など）がいますか。」という設問において、「いる」と回答した場合=0、「いない」
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=1 とするダミー変数である。 
前述した 6 つの子どもの孤立・孤独に関する従属変数にこれらの独立変数を投入してロ

ジスティック回帰分析を行い、子ども自身や世帯・保護者の属性をコントロールした後も子
どもが外国ルーツである場合に孤独・孤立となるリスクに違いがみられるのか、外国ルーツ
の子どもの親の国籍の組み合わせによって差がみられるのか分析する。分析対象とする子
どもの総数は分析に用いる変数に欠損があるケースを除いた 9,857人である。 

 

V. 結果 

1. 子どものルーツ別にみた孤独・孤立の状況 

まず子どものルーツ別に子どもの孤独・孤立の状況を確認する（図１）。項目による違い
はあるが、全般的に同じ外国ルーツでも母（日本）・父（外国）の子どもの孤独・孤立状態
は、両親とも日本国籍の子どもとあまり変わらない。それに対し、母（外国）・父（日本）
と両親とも外国籍の子どもで孤独・孤立の割合が高い。まず「平日の放課後一人でいる」に
ついてみると、該当割合は両親とも日本国籍の子どもが 8.7％であるのに対し、両親とも外
国籍の子どもでは 23.3％に達している。「休日の午後一人でいる」については、全体的に割
合は低下するが、両親とも日本国籍の子どもで 2.9％、母（外国）・父（日本）の子どもでは
9.7％と３倍程度の高さとなっている。この項目については、両親とも外国籍の子どもの該
当割合は 4.9％と比較的低い。 
次に会話の頻度についてみると、「友だちとあまり話さない」については、両親とも外国

籍の子どもで 4 割弱であり、他のグループが 26-32%であるのに対して突出して高い。「親
とあまり話さない」については、母（外国）・父（日本）と両親とも外国籍の子どもでは約
3 割に達しており、両親とも日本国籍や母（日本）・父（外国）の子どもよりも 10 ポイント
以上高い結果となっている。「誰ともあまり話さない」の該当割合は、両親とも日本国籍や
父母どちらかが外国籍のグループで 9-11%であるのに対し、両親とも外国籍の子どもでは
18％となっている。最後に「孤独感がある」については、両親とも日本国籍と母（日本）・
父（外国）の子どもで約 3 割であるのに対し、母（外国）・父（日本）と両親とも外国籍の
子どもでは 4割を超えており、孤独感の高さが浮き彫りになっている。 

 
「図 1 子どものルーツ別、子どもの孤独・孤立の状況」  

 

2. 子どもの孤独・孤立に関する多変量解析 

表 3 に分析に用いた変数の基本統計量を子どものルーツ別に示す。まず、子どもの健康
についてみると、「よい、まあよい」が両親とも日本国籍と母（日本）・父（外国）の子ども
では 7 割を超えているのに対し、母（外国）・父（日本）と両親とも外国籍の子どもでは 6
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割台と低い。子どもの剥奪指標については、「6 項目以上欠如」と最も深刻な剥奪状態にあ
る子どもの割合が、両親とも日本国籍では 15%であるのに対し、母（日本）・父（外国）で
21.8％、母（外国）・父（日本）では 24.3%、そして両親とも外国籍では 35％を超える。一
人親の割合は、母（日本）・父（外国）の子どもで 22.9%と最も高い。また、他の外国ルー
ツの子どもについても両親とも日本国籍の子どもより高い。母親の就労時間は、「働いてい
ない」割合が母（外国）・父（日本）で 4割、両親とも外国籍で 45.4%と高い。一方、40 時
間以上は母（日本）・父（外国）で 44.6%と極めて高い一方、残りのグループは概ね 2 割弱
である。母親の学歴は、両親とも外国籍で大卒以上が 66.4％ときわめて高く、続いて母（日
本）・父（外国）で 5 割を占めている。保護者の孤立状況は、両親とも日本国籍や、母（日
本）・父（外国）では 6％程度であるのに対し、母（外国）・父（日本）と両親とも外国籍の
保護者で 2 割を上回っており、両親とも日本国籍の子どもと比べて 3.5倍ほども高い。以上
のことから、外国ルーツの子どもの方で物質的剥奪の程度が高い、保護者が孤立しやすい、
といった困難な立場に置かれていることが示唆される。 

 
「表 3 子どもの孤独・孤立の分析に用いた変数の基本統計量」 

 
表 4-1は、子どもが「平日の放課後一人で過ごす」、及び「休日の午後一人で過ごす」、そ

れぞれを従属変数とするロジスティック回帰分析の結果を示している。外国ルーツ変数の
みを考慮したモデル 1をみると、「平日の放課後一人で過ごす」については、両親とも外国
籍の子どもが一人で過ごす可能性が高く、両親とも日本国籍の子どもと比べて約 3.2 倍
（e1.158）高い。他方、「休日の午後一人で過ごす」については、両親とも外国籍の子どもに
差はみられず、母（外国）・父（日本）の子どもで約 3.5 倍（e1.272）高い。 
子どもの属性をコントロールしたモデル 2 でも、両親とも日本国籍の子どもと比べて外

国ルーツの子どもが一人で過ごす可能性は有意に高いままである。モデル 2 では、子ども
の属性をコントロールすることで、「平日の放課後一人で過ごす」、「休日の午後一人で過ご
す」共に外国ルーツ係数は若干弱まるものの、統計的には有意のままである。独立変数の影
響をみると、子どもの健康が良好である場合に一人で過ごす可能性が低い。 
更に世帯と保護者の属性を投入したモデル３でも、外国ルーツであることの影響は有意

のまま残っている。「平日の放課後一人で過ごす」については、両親とも日本国籍の子ども
と比較して、両親とも外国籍で約 2.8 倍（e1.044）、「休日の午後一人で過ごす」については、
母（外国）・父（日本）で約 3.0 倍（e1.107）高い。モデル 3 の独立変数の影響をみると、等
価世帯所得よりも子どもの物質的剥奪の方が子どもが一人で過ごすことに大きな関連があ
ることがわかる。具体的には、子どもの物質的剥奪項目数が多いほど子どもが一人ですごす
可能性は高い。これは、子どもの物質的剥奪とうつとの関連を分析した先行研究とも一致す
る結果である（Khin et al. 2023）。 
また、母親の就労時間と子どもが一人で過ごすことにも大きな関連がある。母親の一週間

あたりの就労時間が40時間を超えると、平日の放課後一人で過ごす可能性は約7.3倍（e1.989）、
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休日の午後一人で過ごす可能性は約 2.7 倍（e1.013）高くなる。そして、世帯人員数が多いと
子どもが平日の放課後一人で過ごす可能性は低くなるが、休日の午後一人で過ごすことに
対しては、影響はみられない。更に表 4-1 の結果は、保護者が孤立していると子どもも一
人で過ごす可能性が高くなることを示している。具体的には、平日・休日にかかわらず親が
孤立していない場合と比べてその可能性は約 1.5 倍高くなる。 

 
 

「表 4-1 子どもが「一人で過ごす」の規定要因に関する 
ロジスティック回帰分析の結果」  

 
表 4-2 は、「ほとんどの人と会話がほぼ無い」、「親と会話がほぼ無い」、「友だちと会話が

ほぼ無い」の 3 項目について、それぞれを従属変数とするロジスティック回帰分析の結果
を示している。モデル 1をみると、両親とも外国籍の子どもで「ほとんどの人と会話がほぼ
無い」可能性が高く、母（外国）・父（日本）の子どもで「親とほぼ会話がほぼ無い」可能
性が両親とも日本国籍の子どもよりも高い。そして、「友だちと会話がほぼ無い」について
は、外国ルーツの係数はどれも有意ではなかった。両親とも外国籍の子どもでは、「親と会
話がほぼ無い」と「友だちとほぼ会話が無い」について、統計的に有意な水準には達してい
ないが、これは両親とも外国籍の子どものサンプル数が少ないためかもしれない。 
子どもの属性を統制したモデル 2 において、外国ルーツ変数が統計的に有意のまま残っ

たのは、母（外国）・父（日本）の「親と会話がほぼ無い」である。会話頻度に関しては子
どもの属性の影響は大きく、3項目全てについて性別では女子で、年齢では小５で、健康状
態では良い場合に会話頻度が高い傾向がみられる。世帯と保護者属性を統制したモデル 3に
ついても、「親と会話がほぼ無い」の母（外国）・父（日本）は有意のまま残った。具体的に
は、母（外国）・父（日本）の子どもでは「親と会話がほぼ無い」可能性が両親とも日本国
籍の子どもと比べて約 1.6 倍（e0.517）高い。 
保護者・世帯属性では、一貫して子どもの物質的剥奪状況と親の孤立状態が子どもの会話

頻度と関連していることがわかる。親の孤立について注目すると、親が孤立していない子ど
もと比べて親が孤立している子どもは、1.4 から 1.6 倍「会話がほぼ無い」状態になる可能
性が高い。また、親との会話頻度に関しては、世帯員数や世帯構成も影響する。例えば、ひ
とり親であるとふたり親の子どもと比べて「親と会話がほぼ無い」状態になる可能性が約
1.2倍（e0.209）高い。また世帯員数が多いことは親との会話がほぼ無いことにプラスに作用
している。これは親以外にきょうだいや祖父母等の話し相手がいるためかもしれない。 

 
「表 4-2 子どもの「会話がほぼ無い」の規定要因に関する 

ロジスティック回帰分析の結果」  
 
表 4-3は、子どもの孤独感の規定要因に関するロジスティック回帰分析の結果である。外
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国ルーツ変数のみを投入したモデル 1では、母（日本）・父（外国）の子どもが孤独を感じ
る傾向は、両親とも日本国籍の子どもと変わらない。しかし、母（外国）・父（日本）の子
どもでは約 1.6 倍（e0.475）、そして両親とも外国籍の子どもでは約 1.9 倍（e0.649）、両親とも
日本国籍の子どもより孤独を感じる傾向が強いことがうかがえる。子どもの属性を考慮し
たモデル 2 では外国ルーツの子どもが孤独を感じる可能性は若干低下する。更に世帯と保
護者の属性を統制したモデル 3 においては、有意差はみられなくなる。独立変数の影響に
注目すると、孤独感の分析についても、子どもの物質的剥奪、母親の就労時間、そして保護
者の孤立状況の影響は大きく、保護者が孤立している場合、保護者が孤立していない子ども
と比べて子どもの孤独感は約 1.3倍（e0.281）高くなる。 

 
「表 4-3 子どもの「孤独感」の規定要因に関するロジスティック回帰分析の結果」  

 
表 5 に、子ども・保護者・世帯の属性をコントロールしたモデル 3 の分析結果を整理し

た。各項目について、両親とも日本国籍である子どもと比べて、外国ルーツの子どもの方で
リスクが高い場合に「＋」を入れている。例えば「平日の午後一人で過ごす」については、
表 4-1 のモデル３において、両親とも外国籍である場合には、両親とも日本国籍の子ども
と比べて、平日の午後一人で過ごす可能性が有意に高かったことを示している。これをみる
と、母（日本）・父（外国）である子どもは、孤独・孤立になるリスクが両親とも日本国籍
者と変わらないのに対し、母（外国）・父（日本）と両親とも外国籍では、孤立のリスクが
高いことがわかる。特に母（外国）・父（日本）では、「休日の午後、一人で過ごす」と「親
と会話がほぼ無い」の二項目についてリスクが高かった。両親とも外国籍では、有意となっ
た項目が母（外国）・父（日本）よりも少ないが、これはサンプル数が少なかった可能性が
ある。 

 
「表 5 子どもの外国ルーツと孤独・孤立との関連のまとめ」  

 

VI. まとめと課題 

本稿では、東京都の 8 つの市区における小学 5 年生・中学 2 年生のデータを用いて、子
どもの社会的交流からみた孤立（一人で過ごす・会話がほぼ無い）と孤独感に係わる 6 つの
項目から子どもの孤独・孤立の関連要因について分析を行った。子どもの属性（性別、年齢、
健康状態）、世帯・保護者の属性（子どもの物質的剥奪、世帯構成、世帯員数、等価世帯所
得、母親の週当たりの就労時間、母親の学歴、保護者の孤立状況）をコントロールした上で、
両親とも日本国籍の子どもと外国ルーツの子どもに孤独・孤立となるリスクに違いがある
かを分析した。 
その結果、「平日の放課後、一人で過ごす」については、子ども・世帯・保護者の属性を

統制した後も、両親とも外国籍の子どもでは一人で過ごす可能性が高いことがわかった。両
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親とも外国籍の子どもは両親とも日本国籍の子どもと比べて、近くに祖父母や親族が居住
している可能性は低く、それが一人で過ごす可能性が高い一つの要因かもしれない。また、
「休日の午後、一人で過ごす」可能性については、母（外国）・父（日本）の子どもで高い
という結果となった。両親とも外国籍の子どもでは、差異はみとめられなかった。母（外国）・
父（日本）の組み合わせでは、母が働いている割合は両親とも日本国籍の子どもと比べて低
い。そのため、平日の放課後は母親が子どもと共に過ごしているが、休日は何らかの理由で
母親は子どもとは過ごさず、他の家族も子どもと共に過ごす余裕はないのかもしれない。一
方、両親とも外国籍の子どもでは、休日は家族で過ごす傾向が強いのかもしれない。 
会話頻度に関しては、子ども・保護者・世帯の属性をコントロールした後も、母（外国）・

父（日本）の子どもで「親と会話がほぼ無い」という状態にある可能性が、両親とも日本国
籍の子どもに比べて有意に高かった。移民の子どもの親子関係に関する米国の研究からは、
出身国やエスニシティに関わらず移民第二世代の子どもは親よりも早く受入国に適応する
ため、親子間の規範や考え方に齟齬が生じ、親と同じ国で生まれ育った第一世代の子どもよ
りも親子関係が非調和的になることが指摘されている（Portes and Hao 2010, Harris and 
Chen 2022）。また、第一世代の子どもについても、受入国に来た時点での子どもの年齢、
及び受入国での滞在年数が親子関係に影響を及ぼしており、受入国に来た年齢が小さいほ
ど、滞在年数が長いほど、親子関係は非調和的になる傾向が一貫して観察されている（Harris 
and Chen 2022）。 
日本の質的研究からも移民第二世代の日本社会への同化が親世代との言語や価値観との

間に距離を生み、親子間のコミュニケーションが図りにくくなっていることが度々指摘さ
れている（清水 2021a, 2021b）。また、日本語に不自由な親が役所や病院に行く際には、日
本語がわかる子どもが通訳代わりとして同伴される傾向がみられる（山本・周・千年 2024）。
このことは、親子の役割が逆転することで、親が子どもをコントロールしにくい状況になる
ことを示唆する。本分析で対象とした小学５年生・中学２年生という年齢では、会話の頻度
は圧倒的に母親との方が父親よりも高い（ベネッセ教育総合研究所 2025）。本稿で対象と
した子どもの出身国や日本での居住年数は不明であるが、外国ルーツの子どもで母親が外
国籍である場合に会話が少なくなるのは、子どもの方が母親よりも早く日本での生活に適
応するため、親子間の距離が開いていることを示唆しているのかもしれない。 
また、この分析で一貫して確認できたこととして、子ども・保護者・世帯の属性を統制し

た後に子どもの孤独・孤立に関連しているのは、等価世帯所得ではなく子どもからみた物質
的剥奪であったことが挙げられる。これは、日本における子どものうつや問題行動の関連要
因を分析した先行研究（Khin et al. 2023, Yamaoka et al. 2021）とも一致する。この結果は、
世帯所得では捉えきれない子どもの物質的剥奪が子どもの孤独・孤立に関係していること
を示唆する。つまり、世帯所得が高くても子どもが通常持っていると考えられる日用品やお
もちゃ、スポーツ用品等を持っていなければ子どもが孤独・孤立になる可能性は高くなる。
小 5・中２といった年齢では、世帯所得よりも自分が参照の対象とする身近な同級生や友達
が所持している物や機会をもたないことが、共通の話題や体験の欠如につながり、孤独・孤
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立につながりやすくなると考えられる。子どもの孤独・孤立への支援は、月並みではあるが、
子どもの視点に立つことが重要であることを改めて指摘したい。さらに、本分析から子ども
の孤独・孤立は、保護者の孤立と関連していることも明らかになった。これは、子どもの貧
困同様、子どもの社会的つながりの欠如についても世代間の連鎖が生じる可能性があるこ
とを示している。 
今後の研究課題としていくつか記しておく。本研究では、データの制約により子どもの出

身国や日本での滞在年数、日本語能力、母国語能力といった外国ルーツの子どもの背景や、
保護者自身の出身国や滞日年数といった重要な情報が含まれていない。そのため子どもの
孤独・孤立の関連要因を十分に統制できていない。また、外国ルーツ内の多様性を十分に考
慮できていない。更に、説明変数は子ども自身と保護者・世帯関連に限定されており、結果
として子どもの孤独や孤立が個人や家族要因のみで説明されるという結果になっている。
先行研究で明らかにされているように、子どもの孤独・孤立は、個人や家庭内だけではなく、
学級内の移民の子どもの割合といった子どもの置かれた場所のコンテクストとも関連して
いる。今後の研究においては、個人や家庭以外にも、クラスや学校、地域といった子どもが
日常的に過ごす場所の性質についても分析の対象とし、どのような環境が外国ルーツの子
どもの孤独・孤立と関連があるのか分析する必要がある。 
上記と関連するが、外国ルーツの子ども、及び保護者支援施策へのインプリケーションと

しては、政策的対応を検討するためのデータがまだまだ不足していることを挙げておく。具
体的には、外国ルーツを含む子ども全体の孤独・孤立の実態とその変化を継続的に把握する
ための調査の必要性である。外国ルーツであるか否かにかかわらず、子どもの孤独・孤立に
関してはまだまだ既存研究が少なく、孤独・孤立問題への対応を策定するための知識やノウ
ハウが十分に蓄積されているとは言いがたい。そもそも、世界的な流れを受けて孤独・孤立
に関する調査 （「孤独・孤立の実態把握に関する全国調査（人々のつながりに関する基礎調
査））が、令和 3（2021）年に始まったばかりである。しかし、この調査は対象を 16 歳以上
に限定しているため、子どもは対象外である。
外国人を対象とした調査としては、出入国在留管理庁が令和 2（2020）年から毎年、18歳

以上の中長期在留者及び特別永住者を対象に「在留外国人に対する基礎調査」を実施してい
る。この調査項目の中に「人々のつながりに関する基礎調査」と共通する孤独感についてた
ずねる設問が含まれている。しかし、この調査も小・中・高に該当する子どもは含まれてい
ない。日本においては、コロナ禍以降、子どもの自殺者数が急増しているため、調査票には、
国籍や出生国、使用言語、日本での滞在年数など外国ルーツであることを識別できる設問や、
移民の適応に関連する項目を含めることが肝要である。その他にも海外の先行研究から孤
独・孤立のリスクが高いことが判明している性的少数者や世帯の物質的剥奪状況等が認識
できるような設問を追加して、外国ルーツの子どもだけではなく、子ども全体を対象とした
調査が実施されることが望ましい。 
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調査名
東京都子供の生活
実態調査 (H28)

世田谷区子どもの
生活実態調査 (H30)

中野区子どもと
子育て家庭の実態調査

(R1)

狛江市子どもの生活
実態調査（H30)

武蔵村山市子どもの
生活実態調査 (H30)

調査地区
墨田区、豊島区、
調布市、日野市

世田谷区 中野区 狛江市 武蔵村山市

調査次期 2016年 2018年 2019年 2018年 2018年
調査方法 郵送 郵送 郵送（一部ウェブ） 学校配布・郵送併用 学校配布・回収

調査対象
各自治体在住の小学５年
生・中学２年生とその保

護者

世田谷区在住の小学5年
生・中学2年生とその保

護者

中野区に在住する小学
5年生・中学2年生と保

護者

狛江市在住の小学５年生
及び中学２年生とその保

護者

武蔵村山市在住で公立学
校に通う小学５年生及び
中学２年生とその保護者

サンプル数（保護者マッチング後） 5,689 5,727 649 728 1,175
保護者マッチング後有効回答率 43.5% 42.6% 19.7% 60.3% 79.3%
外国ルーツの子どものサンプル数 202 171 33 24 51
外国ルーツの子ども割合1) 3.6% 3.0% 5.1% 3.3% 4.3%
1) 不詳を含む

表１　自治体別、調査の概要

30



従属変数 設　問 変数作成
(1)平日の午後 ・あなたは平日（学校に行く日）の放課後（夕方６時くらいまで）はだれと過ごしますか。 「6  一人でいる」を選んだ場合、
一人でいる 一緒に過ごすことが一番多い人に○をつけてください。（あてはまる番号１つに○） 平日の午後一人でいる=1

１　家族（おじいちゃん・おばあちゃん、親せきなどもふくみます）
２　学童クラブ、その他の施設の先生
３　その他の大人（近所の大人、塾や習い事の先生など）
４　学校の友だち
５　学校以外の友だち（地域のスポーツクラブ、近所の友だちなど）
６　一人でいる

(2) 休日の午後 ・あなたは、休日（学校がお休みの日）の午後はだれと過ごしますか。 「6  一人でいる」を選んだ場合、
一人でいる 一緒に過ごすことが一番多い人に○をつけてください。（あてはまる番号１つに○） 休日の午後一人でいる=1

１　家族（おじいちゃん・おばあちゃん、親せきなどもふくみます）
２　学童クラブ、その他の施設の先生
３　その他の大人（近所の大人、塾や習い事の先生など）
４　学校の友だち
５　学校以外の友だち（地域のスポーツクラブ、近所の友だちなど）
６　一人でいる

(3) 誰とも ・あなたはふだん、困っていることや悩みごと、楽しいことや悲しいことを、 ・「A  家族」から「G  その他の大人」の
あまり話さない 他の人にどれくらい話しますか。「１　よく話す」から「４　全然話さない」のうち、 全てについて「3  あまり話さない」又は

もっとも近いものに○をつけてください。電話、メール、LINEも「話した」と考えて 「4  ぜんぜん話さない」を選んだ
答えてください。（それぞれ、あてはまる番号１つに○） 場合、だれともあまり話さない=1

(4) 親と A  家族（親）
あまり話さない B  家族（きょうだい） ・「A  家族（親）」について、「3  あまり

C  家族（おじいちゃん・おばあちゃんなど） 話さない」又は「4  ぜんぜん話さない」
D  学校の先生 を選んだ場合、親とあまり話さない=1
E  児童館（学童クラブふくむ）の職員

(5) 友だちと F  友だち ・「F  友だち」について、「3  あまり話さ
あまり話さない G  その他の大人（地域のスポーツクラブのコーチや塾・習い事の先生など） ない」又は「4  ぜんぜん話さない」を選ん

選択肢 だ場合、友達とあまり話さない=1
１　よく話す、２　時々話す、３　あまり話さない、４　ぜんぜん話さない

(6) 孤独感あり ・あなたの思いや気持ちについて、「１　とても思う」から「４　思わない」の 「3  あまり思わない」又は「4  思わない」
もっとも近いものに○をつけてください。 を選んだ場合、孤独感あり=1
孤独を感じることはない
選択肢
１　とても思う、２　思う、３　あまり思わない、４　思わない

社
会
的
交
流
の
欠
如

孤
独
感

表２　子どもの孤独・孤立に関する設問項目
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日本
母（日本）
父（日本）

母（日本）
父（外国）

母（外国）
父（日本）

母（外国）
父（外国）

子どもの性別
　男子 47.4 54.4 44.7 50.3
　女子 52.6 45.6 55.3 49.7
子どもの学年
　小5 50.6 53.2 52.8 49.4
　中２ 49.4 46.8 47.2 50.6
子どもの健康
　ふつう 22.8 22.2 29.7 26.9
　よい、まあよい 71.3 71.3 62.3 62.4
　よくない、あまりよくない 5.9 6.5 8.0 10.6
子どもの物質的剥奪
0-2項目欠如 47.2 41.8 34.0 32.7
3-5項目欠如 37.6 36.5 41.7 30.5
6項目以上欠如 15.2 21.8 24.3 36.8

世帯構成
　ふたり親 93.2 77.1 89.8 90.1
　ひとり親 6.8 22.9 10.2 9.9
世帯員数（平均） 4.2 4.1 4.0 3.7
等価世帯所得
　低所得ではない 70.5 55.6 65.6 60.8
　低所得 10.7 24.3 19.9 21.6
　わからない 18.8 20.0 14.5 17.6
母親の就労時間（週平均）
　働いていない 29.9 22.3 40.0 45.4
　40時間未満 49.2 33.1 40.1 36.3
　40時間以上 20.9 44.6 19.9 18.3
母親の学歴
　高校以下・その他 15.2 11.9 36.7 19.6
　高専・短大・専門 42.5 37.2 23.0 14.1
　大学・大学院 42.3 50.9 40.3 66.4
保護者の孤立状況
　相談者がいる 94.1 93.7 77.5 77.9
　相談者がいない 5.9 6.3 22.5 22.1
n（ウエイト無し） 9,571 127 112 47

外国ルーツ

表３　子どもの孤独・孤立の分析に用いた変数の基本統計量
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Coef. Coef. Coef.
(S.E.) (S.E.) (S.E.)

外国ルーツ（基準：両親とも日本国籍）
　母親日本・父親外国 -0.062 0.940 -0.055 0.946 -0.129 0.879

(0.202) (0.213) (0.218)
　母親外国・父親日本 0.475 ** 1.608 0.401 * 1.493 0.289 1.336

(0.205) (0.216) (0.227)
　両親とも外国 0.649 ** 1.914 0.586 * 1.796 0.446 1.562

(0.311) (0.326) (0.330)
子どもの性別（基準：男子）
　女子 0.224 *** 1.251 0.259 *** 1.295

(0.047) (0.048)
子どもの学年（基準：小５）
　中２ -0.030 0.971 0.054 1.056

(0.047) (0.049)
子どもの健康（基準：普通）
　よい、まあよい -0.843 *** 0.431 -0.796 *** 0.451

(0.053) (0.053)
　よくない、あまりよくない 0.652 *** 1.919 0.619 *** 1.857

(0.097) (0.098)
子どもの物質的剥奪（基準：0-2項目剥奪）

3-5項目剥奪 0.225 *** 1.252
(0.053)

　6項目以上剥奪 0.632 *** 1.881
(0.069)

世帯構成（基準：ふたり親）
　ひとり親 -0.022 0.978

(0.095)
世帯員数 0.003 1.003

(0.026)
等価世帯所得（基準：低所得ではない）
　低所得 0.014 1.014

(0.079)
　わからない -0.004 0.996

(0.062)
母親の就労時間/週（基準：働いていない）
　40時間未満 0.123 ** 1.131

(0.055)
　40時間以上 0.237 *** 1.267

(0.068)
母親の学歴（基準：高校以下）
　高専・短大・専門 -0.087 0.917

(0.068)
　大学・大学院 -0.077 0.926

(0.069)
親の孤立状況（基準：孤立していない）
　孤立している 0.281 *** 1.324

(0.094)
定数 -0.826 *** 0.438 -0.404 *** 0.668 -0.756 *** 0.469

(0.023) (0.055) (0.145)
Log Likelihood -6094.1395 -5841.402 -5778.480
n (weight 無し）
*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01

モデル１

Odds Ratio

9,857

孤独感あり
モデル 2 モデル 3

Odds Ratio Odds Ratio

表 4-3  子どもの「孤独感」の規定要因に関するロジスティック回帰分析の結果
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平日の午後
一人で過ごす

休日の午後
一人で過ごす

ほとんどの人と
会話がほぼ無い

親と会話が
ほぼ無い

友だちと会話が
ほぼ無い

孤独感がある

母（日本）・父（外国）
母（外国）・父（日本） ＋ ＋
母（外国）・父（外国） ＋
注）子ども・保護者・世帯の属性をコントロールしたモデル3の結果から作成

表５ 子どもの外国ルーツと孤独・孤立との関連のまとめ
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4. 講演・研究会
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 本プロジェクトでは 2025 年度に以下 2 回の講演会と研究会を実施した。 

 

【第１回】 

日時：2025 年 11 月 25 日（火） 15 時 30 分～17 時 30 分 

開催場所： 第４会議室（Zoom 併用によるハイブリッド形式） 

報告者 ： 倉地真太郎先生（明治大学政治経済学部 准教授） 

タイトル： 外国人住民支援政策における自治体財源保障―国内外の事例から― 

講演概要： 多文化共生社会に向けて、外国人住民支援政策の財源保障はどのようにある

べきか。本報告では、国内外での現地調査や研究プロジェクト（生活経済政策研究所研究

プロジェクト、科研費基盤研究 B「移民の福祉財政的分析」）の成果を踏まえ、財政学の視

点から分析を行う。前半では日本における自治体の財源保障制度の分析を行い、後半では

積極的労働市場政策や教育政策等に注力してきたデンマークの外国人住民支援政策の事例

を検討する。 

 

 

【第２回 発表 1】 

日時： 2026 年 3 月 10 日（火） 16 時 00 分～16 時 45 分 

開催場所：第４会議室（Zoom 併用によるハイブリッド形式） 

報告者 ： 藤井 多希子 （国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部長） 

タイトル： 外国人居住の視点を加えた人口学的特性からみた小地域の同質性と自治体レ

ベルの多様性－東京大都市圏 100km 圏の空間分析－ 

講演概要： 本研究は、東京大都市圏 100km 圏の小地域（町丁字地区）を対象として、年

齢構成、居住期間、外国人比率、単独世帯比率、産業別従事者率など 10 項目の人口学的

指標を用いて階層クラスター分析によって類型化し、同質性の高い地区を特定するととも

に、小地域レベルでの同質性と自治体レベルでの多様性との関係性を都心からの距離帯別

に整理したものである。その結果、クラスター26 類型のうち外国人比率が高い類型は 5 つ

抽出され、2 つは都心部から 20km 圏、３つは 50～100km 圏に多く分布していることが明

らかとなった。本報告ではその詳細を提示する。 
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【第２回 発表 2】 

日時： 2026 年 3 月 10 日（火） 16 時 45 分～17 時 30 分 

開催場所：第４会議室（Zoom 併用によるハイブリッド形式） 

報告者 ： 泉田信行 （国立社会保障・人口問題研究所 社会保障応用分析研究部長） 

タイトル： 外国ルーツ者の生活を支える自治体施策の実態把握－web 掲載決算書を用い

た探索的分析－ 

講演概要： 本報告は、外国ルーツ者の生活ニーズに対する自治体の施策を令和 5 年度の

一般会計決算書を基に明らかにすることを目的としている。具体的に、0～19 歳の外国籍

人口比率の高い市区町村を対象に、自治体の Web サイトから公開された決算書を分析

し、外国ルーツ者向けの事業を整理した。その結果、多くの自治体で外国ルーツ者向けの

施策が実施されており、特徴的な事業として多言語対応や地域特性に応じた支援が確認さ

れた。本報告ではその詳細を提示する。 

39



講演・研究会 

第 1 回 

外国人住民支援政策における自治体財源保障―国内外の事例から― 
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  「外国にルーツを持つ子どもたちの教育と生活の実質的な保障を担保する自治体の体

制についての基礎的な研究」講演会 質疑応答の記録 

 

日時：2025 年 11 月 25 日（火）15：30～17：30 

場所：第４会議室（Zoom使用によるハイブリッド形式） 

講演者：倉地真太郎氏（明治大学准教授） 

講演タイトル： 

「外国人住民支援政策における自治体財源保障―日本と北欧諸国の事例から―」 

・所内（以下プロジェクトメンバーのみ記載）： 

西村幸満（副所長）、泉田信行（社会保障応用分析研究部長）、是川夕（国際関係部部長）、

小池司朗（人口構造研究部部長）、藤井多希子（人口構造研究部室長）、久井情在（人口構造

研究部主任研究官）、佐々木織恵（社会保障応用分析研究部主任研究官） 

オンライン：江場日菜子（JICA マレーシア事務所所員）、千年よしみ（国際関係部特任主任

研究官） 

 

【質疑応答（敬称略）】 

是川：①日本は財政に余裕がないという問題があるが、デンマークでは財源の状況はどうな

のか。②書籍の方に書かれていた、外国人住民からの租税徴収上の課題について、個別具体

的な理由以外に何かあるか。 

倉地：①日本と比べ健全財政である。デンマークの地方債は基本的に共同債発行機関による

もので、地方債は原則的に発行できない仕組みになっている。また財政拡大の裏付けも明確

であり、地方自治体も国も借金は非常に少ない。②自治体が日本人と外国人に分けて徴収率

を比較するデータを取っているとは思えず、個別のエピソードとして語られることが多い

認識である。税金を払えない外国人にアウトリーチしていくための情報共有も必要だと思

われる。 

泉田：移民の受け入れは EU の方で割り当てがあるのか。 

倉地：難民の受け入れに関しては EU で割り当てがあるが、デンマークは難民についてはオ

プトアウトしている。デンマークは特に在留資格が厳格で、例えばデンマーク人と結婚して

もデンマーク人テストに合格する必要がある。 

高橋：国レベルでは抑制的な移民政策を地方自治体が充実させているのはなぜか。 

倉地：国は入管の管理がメイン、自治体は実際のサービス（職業訓練、教育、社会福祉等）

と分離型行政になっている。地方の政策がなぜ国政と比べて安定的かという点について、外

国にルーツのある人や外国人が立候補して地方議員になることができるということや、第

二世代、第三世代と移り行く中で地域の担い手として根付いていること、また社会サービス

が普遍主義的であることも関係しているのではないか。 

藤井：ジェントリフィケーションによって既存の相互扶助システムが崩壊し、福祉的な課題
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が増えたという話を他国で聞いたことがある。コペンハーゲンではその辺りどのような配

慮があったのか。また、ソーシャルミックスに反対するような住民運動はデンマークでは起

きているか。 

倉地：BL（社会住宅の全国組織）や KL（自治体の連合）が、社会住宅への移民の配分を行

って努力はしているが、コペンハーゲンは地価が高く、社会住宅を建設するにも限界がある。

ソーシャルミックスへの反対運動については詳しくはないが、首都圏では特定のエスニシ

ティのフリースクールが多く、実態として教育分離は起きている。 

是川：どの費目に予算配分が多いかを教えてほしい。日本では国際交流イベントのようなラ

イトなものから治安悪化を見込んだ警察配備など幅広くあるが、予算配分について日本と

デンマークではそれぞれどういう状況か。 

倉地：日本では、施策を日本人と同じように保障している部分とプラスアルファで保障して

いる部分が混在しているので、見分けがつかず、多文化共生予算に関する予算の算出が困難

になっている。デンマークでは言語教育と職業訓練政策には相当予算を使っている。財政調

整のウェイトは高くないので、教育予算の中に組み込まれていると考えられる。 

泉田：デンマークでは、国の目標があったときに自治体は財源を増やしてほしいとなると思

うが、どこにどう割り当てるかは自治体任せなのか。また日本の自治体におけるワンストッ

プサービスについて外国人のみをターゲットとしているのか。 

倉地：国の目標や政策を設定する際に国は財源保障をしなくてはならない。その国の財源保

障の中で調整するのは自治体。デンマークは地方財政の責任は地方自治体にあるという考

え方のため、なるべく特定補助金を減らし、包括補助金として配分する。その補助金の目的

はコミュニケーションで伝えているようである。ワンストップ窓口には様々な類型がある

が、だいたい「ワンストップ型」「紹介・仲介型」「分散型」「外部機関型」の 4 類型に分類

されるのではないかと思う。 

小池：ニーズと補助金のミスマッチの事例としてニセコの例があったが、ほかに特徴的なケ

ースがあるか。 

倉地：調査で一番実感したのは医療支援が弱いという点だった。外国語で対応可能な病院を

紹介する自治体は少なく、自治体内の病院一覧を英訳しているなどのミスマッチは見られ

た。また介護サービス自体の文化がない国から来た外国の方に、介護保険や制度自体を説明

するようなアウトリーチ支援も求められるのではないか。 

中村：デンマークは財政学の領域でどのような位置づけなのかを再度教えていただきたい。 

倉地：日本の財政問題をかなりクリアしている点（低債務、税負担に対して国民の納得が得

られている、地方財政が豊か）、社会保障財源の税財源化が進んでいるなどが特徴的。また

北欧諸国の中でもＫＬ（自治体連合）の役割が統合的で集権的であるという点かと思う。 

是川：技能実習から特定技能の外国人受け入れを進めている自治体が増えてくる中で、どの

ような財源手当てが考えられるのか。また統合政策の需要が増えていった場合に、費目はど

こが増えそうか。日本の公的セクターは基本的に赤字であり、ビジネスセクターから持って

66



 

 

くるしかない（企業福祉の拡張）のでは。 

倉地：自治体間協調における全国知事会の役割はこれから重要になってくると思われる。現

在は現行の補助金の増額などが提言されているが、もう少し具体的な制度に踏み込んで、複

数の自治体が共同で提言することが重要かと思う。また財源偏在の問題がある中で地方に

再分配をしていく仕組みを作るのも重要。ただ、自治体の声が中央に届きにくい仕組みにな

っているので難しいところではある。 

泉田：外国人の生活支援の課題は日本人と本質的に違うのか、また仮に財源を国レベルで確

保し、一般財源保障で配分した場合、自治体の首長は人口比で外国人に配分すると思われる

か。 

倉地：財源が豊かな自治体では、日本人と外国人を区別しなくても対応できている場合もあ

るが、一般財源保障では難しい自治体には＋アルファで保障していく必要がある。デンマー

クではＫＬやＢＬ（全国非営利住宅組織連盟）、ＬＯ（現 FH、労働組合全国組織）がシンク

タンクを持っていて、自治体の状況を調査しており、国に対して客観的な要求をしている点

が強み。日本の地方消費税の仕組みは世界的にもユニークな制度で、拡充していくのは財源

保障の方策の一つかもしれない。 

佐々木：デンマークでは人権に基づいた権利保障の制度が確立されている一方、出生率は低

下しているが、子育てにおいて制度と実態のギャップはあるのか。また外国ルーツに関する

財政学の研究の観点から、逆に日本の強みに関する知見は見いだせるか。 

倉地：出生率の低下は、小さな家でエコスタイルに暮らすというライフスタイルの変化や晩

婚化の影響が大きいといわれる。移民の出生率が下がってきたのは、移民の統合化が進んで

きたことや、やはり所得格差の問題があることなどが挙げられている。日本と比較した場合

のデンマークの弱みとしては、多様なニーズに制度が適応していないことがある。例えば午

後 4 時以降に保育が必要な場合にベビーシッターに依頼すると高額なため、組合に入って

いない人たちに頼らざるを得ず、パワーカップルはオペアの仕組みに頼らざるを得ない。 

 

（記録：佐々木織恵） 
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講演・研究会 

第２回 発表１ 

外国人居住の視点を加えた人口学的特性からみた小地域の同質性と自治体レベルの多様性

－東京大都市圏 100km 圏の空間分析－ 
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10 Z
Z

26,622
linkage coefficient

26
26

7

Takiko FUJII, National Institute of Population and Social Security Research, 2026

10 20
10 20
10 20

Z 1

Z
Z 1

8

72



Takiko FUJII, National Institute of Population and Social Security Research, 2026
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Takiko FUJII, National Institute of Population and Social Security Research, 2026
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講演・研究会 

第２回 発表２ 

外国ルーツ者の生活を支える自治体施策の実態把握 

－web 掲載決算書を用いた探索的分析－ 
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2026/4/1

1

外国ルーツ者の生活を支える自治体
施策の実態把握

－web掲載決算書を用いた探索的分析－

国立社会保障・人口問題研究所

社会保障応用分析研究部

泉田信行

日本社会福祉学会
2025年度 関東地域ブロック研究大会
第5分科会 10:00～10:25

本研究は国立社会保障・人口問題研究所一般会計研究事業「外国にルーツを持つ子どもたちの教育と生活の実質的な保障についての基礎的な
研究」の一環として実施されたものである。

背景（在留外国人数の増加）
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出所：法務省出入国在留管理庁『在留外国人統計（旧登録外国人統計）』各年版。
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出所：総務省統計局『令和2年国勢調査』

少なくない数の従属人口
⇒ケア・支援は不要か？

背景

• 菊池（2019）・・・外国人を地域共生社会構築の構想にどう位置
づけていくかが課題

• 外国人集住地域における施策の特徴などは調査・分析されてきた
• 駒井・渡戸（1997）、小笠原（2015）、沼尾波子他編（2023）

• 集住地域でも無く、受け入れ先進地域でも無い自治体で外国ルーツ
者向けのどのような施策を実施されているかは明らかではない
• 外国ルーツ者数の増大を背景に、「一般的自治体」においてそもそもどのよ

うな施策が実施されているかの実態把握、居住地域によるニーズ充足（方
法）に差があるかを確認していくことが必要ではないか。
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研究目的
• 外国ルーツ者の生活ニーズに対して、基礎自治体がどのような
施策によってその充足を図っているかを明らかにすること。

方法（対象自治体の選定）
【研究対象自治体】

• 外国籍人口多群
• 外国籍人口の多い市町村を対象とした。
• 具体的には、令和5年市区町村別年齢階級別住民基本台帳人口を用いて、次

の2群の市区町村をまず特定化した。
• 0～19歳の外国籍人口数が全国で上位100である市区町村
• 0～19歳の外国籍人口の0～19歳総人口に対する割合が上位100である市区町村

• 上記の2群の市区町村の和集合を分析対象とした。

• 対照群
• 1都3県の市・特別区を対象とした。
• ただし、外国籍人口多群と共通である自治体は対照群ではなく、外国籍人口

多群として取り扱った。
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方法（対象自治体からのデータ収集）
• 対象自治体について、当該自治体webサイトで公表している決算
データのPDFを収集
• 決算データ：事業単位で決算額が公表されている資料（名称は様々）

• 歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、一般会計決算附属書類、事務報告書、
（主要施策の成果説明書）

• 決算データが公表されている自治体について、外国ルーツ者向け施策を、検
索キーワードを設定して、PDFファイル上で検索
• キーワード（12個）：１）外国、２）多文化、３）共生、４）日本語、５）国籍、６）

プレクラス、７）通訳、８）翻訳、９）拠点校、10）母語、11）外国人特別枠、12）
多言語

• 検索が不可の設定となっている自治体については、上記のキーワードを用い
て、目視で検索を行った。

分析方法と倫理的配慮
【分析方法】

• 記述的な方法による

【倫理的配慮】

• 日本社会福祉学会倫理規定に従った。公開情報のみを使用した上で
分析結果について個別の自治体名を表示しない形とした。

7
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結果：外国籍人口多群自治体の人口分布上の位置づけ
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si
ty ・0-19歳の外国人人口数が上位100である

自治体は総人口の分布は全市町村よりも
右に分布。

・0-19歳の外国人人口比率が上位100である
自治体の総人口の分布は外国人人口数が
上位100である自治体よりは左に分布。

結果：分析対象市町村の特性及び情報公開状況

・外国籍人口多群である自治体数は154。
対照群である自治体は92。

・外国籍人口多群である自治体と対照群である
自治体の財政力指数の差はなかった。

・0-19歳の外国人人口・比率上位である自治体
において、PDFのweb掲載割合が低かった。

1都3県の市区 非該当 該当 合計
非該当 101 101
該当 92 53 145
合計 92 154 246

0～19歳外国人人口・比率上位

PDFのweb掲載有無
無し 有り 合計 無し 有り 合計

非該当 10 82 92 10.87 89.13 100
該当 50 104 154 32.47 67.53 100
合計 60 186 246 24.39 75.61 100

Pearson chi2(1)= 14.5682
Pr= 0

0～19歳外国人
人口・比率上位

0～19歳外国人
人口・比率上位 Obs Mean Std.Err. Std.Dev. [95% Conf.Interval]
非該当 92 0.823 0.022 0.209 0.78028 0.86668
該当 154 0.779 0.018 0.225 0.74285 0.81455
combined 246 0.795 0.014 0.22 0.76785 0.82305
diff 0.045 0.029 -0.0121 0.10166
 diff = mean(0) - mean(1) t = 1.5506        
Ho: diff = 0 degrees of freedom = 244        
Ha: diff < 0 Pr(T < t) = 0.9389
Ha: diff != 0 Pr(T > t) = 0.1223
Ha: diff > 0  Pr(T > t) = 0.0611

Skewness and kurtosis tests for normality
 -----Joint test-----

Variable Obs Pr(skewness) Pr(kurtosis) Adj chi2(2) Prob>chi2
財政力指数 246 0.6283 0.0341 4.76 0.0927

外国籍人口多群

外国籍人口多群

外国籍人口多群
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結果：分析対象市町村の事業実施状況
・PDF掲載のあった186自治体について、12個のキーワードで文書を検索した結果、合計1,398の事業が

抽出された。

・そのうち、484の事業は無関係の事業、680が外国ルーツ者向け事業、234が一般住民向け事業であった。
（分類基準は後掲）

・自治体単位で見ると、外国ルーツ者向け事業が確認されていなかった自治体は32であった。

・外国ルーツ者向け事業については、外国籍人口多群（上位群）とそうで無い自治体（対照群）の間で
実施割合（※少なくともひとつの事業を実施）に有意差があった。一般住民向け事業では有意差は確認
されなかった。

一般住民向け事業
外国ルーツ者向け事業 非該当 該当 合計
非該当 484 234 718
該当 680 0 680
合計 1,164 234 1,398

一般住民向け事業
外国ルーツ者向け事業 無し 有り 合計 無し 有り 合計

無し 11 21 32 5.91 11.29 17.20
有り 54 100 154 29.03 53.76 82.80
合計 65 121 186 34.95 65.05 100.00

※比率は186市町村に対する割合

外国ルーツ者向け事業
無し 有り 合計 無し 有り 合計

対照群 23 59 82 28.05 71.95 100
上位群 9 95 104 8.65 91.35 100
合計 32 154 186 17.2 82.8 100
Pearson chi2(1)= 12.11
Pr= 0.001

一般住民向け事業
無し 有り 合計 無し 有り 合計

対照群 28 54 82 34.15 65.85 100
上位群 37 67 104 35.58 64.42 100
合計 65 121 186 34.95 65.05 100
Pearson chi2(1)= 0.041
Pr= 0.839

結果：事業の分類
外国/一般 事業分類 内容（例示）

中国残留孤児に対する事業 居住する中国残留孤児の者への自立支援、通訳、生活相談の提供にかかる事業

特別永住者に対する事業
国民年金制度上、国籍要件により老齢基礎年金、障害基礎年金等を受けることのできない在
日外国人に対する給付金の支給

感染症対策、乳児健康診断等
日本語学校学生や外国人労働者への健康診断の実施、乳幼児健康診査問診票等翻訳業務、食
中毒の予防啓発事業など

防災対策
防災訓練のうち外国人が参加する事業、「やさしい日本語を使用した防災情報の取得方法に
ついて」をテーマにした会議、わが家の防災外国語版の作成・配布、防災ハザードマップ多
言語版作成、三者間同時通訳委託料など

各種給付
多子世帯子育て応援金支給事業に外国ルーツ者を含む場合、障害者スポーツ大会に外国ルー
ツ者向けを含む場合、外国人未払い医療費の補填など

就労にかかる事業
介護の日本語教室開催委託、介護事業所等職員向け研修委託等、外国人介護職員受入環境整
備、

住民基本台帳にかかる事業 外国人登録事務にかかる事業

多文化共生にかかる事業
多文化共生推進費、外国ルーツ家庭への訪問型家庭教育支援事業等、（注：単に地域共生と
している事業は非該当とした。）

ゴミ出しにかかる事業 外国人向けのリーフレットによる周知・啓発、ごみ分別アプリの配信など
外国ルーツ者にかかる相談・支援事業 外国人に係る総合相談窓口運営事業、外国人アドバイザー委託、等

外国ルーツの子どもへの対応にかかる事業
外国籍児童の教育支援等、保育サービス推進事業、外国人の子供の就学促進事業、子育て何
でも応援メールをＬＩＮＥ、メールで３歳まで配信、外国人児童生徒放課後支援教室事業、
外国籍の子ども進学支援事業など

外国ルーツ者とのコミュニケーションにかかる事業
多文化共生サイトサーバ保守料、外国人・外国語・翻訳等の支援、情報多言語化・発信支援
事業（定住）、翻訳ソフト使用料、翻訳機借上料、人権・平和の「基本方針」印刷、英語翻
訳など

市町村窓口における意思疎通円滑化にかかる事業 窓口等における多言語対応の推進、窓口通訳システム、窓口多言語対応電話通訳委託料等

学校・保育園における外国ルーツの子どもの意思疎通
円滑化にかかる事業

教育通訳者謝礼、保育園児等への日本語サポート、区立学校通訳派遣事業、児童・生徒への
通訳講師謝礼など

外国ルーツ者に対する日本語支援にかかる事業
外国人のための日本語教室運営業務委託料、外国人のための生活日本語教室、日本語学習者
によるスピーチの会等

外国語学校やそれに通う保護者に対する補助事業
外国人学校児童・生徒保護者負担軽減事業、朝鮮人学校及び外国人学校補助金に係る事業、
子どもを対象とした日本語学習支援など

国際交流協会にかかる事業 国際交流協会補助金、

国際交流にかかる事業
姉妹・文化友好都市との交流事業、青年式開催費（外国人含む）、スポーツイベントの開
催・充実と大会支援の推進（外国ルーツ者の参加を含む）など

小・中学校における英語事業などにかかる事業 日本語指導助手派遣事業費、保・幼・小中一貫教育事業（英語）など

外国人観光客誘致等にかかる事業
外国人観光客誘致事業、観光ボランティアの会（日本語ガイド）、商店街外国人観光客おも
てなし支援など

外
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結果：外国ルーツ者に対する事業実施状況
中国残留孤児に対する事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 79 3 82 96.34 3.66 100

上位群 99 5 104 95.19 4.81 100

合計 178 8 186 95.7 4.3 100

Pearson chi2(1)= 0.147

Pr= 0.701

特別永住者に対する事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 75 7 82 91.46 8.54 100

上位群 84 20 104 80.77 19.23 100

合計 159 27 186 85.48 14.52 100

Pearson chi2(1)= 4.226

Pr= 0.04

感染症対策、乳児健康診断等

無 有 合計 無 有 合計

対照群 79 3 82 96.34 3.66 100

上位群 95 9 104 91.35 8.65 100

合計 174 12 186 93.55 6.45 100

Pearson chi2(1)= 1.896

Pr= 0.169

防災対策

無 有 合計 無 有 合計

対照群 79 3 82 96.34 3.66 100

上位群 96 8 104 92.31 7.69 100

合計 175 11 186 94.09 5.91 100

Pearson chi2(1)= 1.341

Pr= 0.247

各種給付

無 有 合計 無 有 合計

対照群 78 4 82 95.12 4.88 100

上位群 94 10 104 90.38 9.62 100

合計 172 14 186 92.47 7.53 100

Pearson chi2(1)= 1.478

Pr= 0.224

就労にかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 79 3 82 96.34 3.66 100

上位群 91 13 104 87.5 12.5 100

合計 170 16 186 91.4 8.6 100

Pearson chi2(1)= 4.559

Pr= 0.033

住民基本台帳にかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 75 7 82 91.46 8.54 100

上位群 98 6 104 94.23 5.77 100

合計 173 13 186 93.01 6.99 100

Pearson chi2(1)= 0.54

Pr= 0.462

多文化共生にかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 60 22 82 73.17 26.83 100

上位群 41 63 104 39.42 60.58 100

合計 101 85 186 54.3 45.7 100

Pearson chi2(1)= 21.04

Pr= 0

ゴミ出しにかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 79 3 82 96.34 3.66 100

上位群 92 12 104 88.46 11.54 100

合計 171 15 186 91.94 8.06 100

Pearson chi2(1)= 3.84

Pr= 0.05

外国ルーツ者にかかる相談・支援事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 66 16 82 80.49 19.51 100

上位群 72 32 104 69.23 30.77 100

合計 138 48 186 74.19 25.81 100

Pearson chi2(1)= 3.035

Pr= 0.082

結果：外国ルーツ者（及び一般住民）に対する事業実施状況
外国ルーツの子どもへの対応にかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 79 3 82 96.34 3.66 100

上位群 74 30 104 71.15 28.85 100

合計 153 33 186 82.26 17.74 100

Pearson chi2(1)= 19.93

Pr= 0

外国ルーツ者とのコミュニケーションにかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 58 24 82 70.73 29.27 100

上位群 60 44 104 57.69 42.31 100

合計 118 68 186 63.44 36.56 100

Pearson chi2(1)= 3.361

Pr= 0.067

市町村窓口における意思疎通円滑化にかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 82 0 82 100 0 100

上位群 98 6 104 94.23 5.77 100

合計 180 6 186 96.77 3.23 100

Pearson chi2(1)= 4.889

Pr= 0.027

無 有 合計 無 有 合計

対照群 81 1 82 98.78 1.22 100

上位群 100 4 104 96.15 3.85 100

合計 181 5 186 97.31 2.69 100

Pearson chi2(1)= 1.209

Pr= 0.271

無 有 合計 無 有 合計

対照群 51 31 82 62.2 37.8 100

上位群 63 41 104 60.58 39.42 100

合計 114 72 186 61.29 38.71 100

Pearson chi2(1)= 0.051

Pr= 0.822

学校・保育園における外国ルーツの子どもの意思疎通円滑化
にかかる事業

外国ルーツ者に対する日本語支援にかかる事業

無 有 合計 無 有 合計

対照群 67 15 82 81.71 18.29 100

上位群 82 22 104 78.85 21.15 100

合計 149 37 186 80.11 19.89 100

Pearson chi2(1)= 0.236

Pr= 0.627

無 有 合計 無 有 合計

対照群 81 1 82 98.78 1.22 100

上位群 101 3 104 97.12 2.88 100

合計 182 4 186 97.85 2.15 100

Pearson chi2(1)= 0.604

Pr= 0.437

無 有 合計 無 有 合計

対照群 72 10 82 87.8 12.2 100

上位群 86 18 104 82.69 17.31 100

合計 158 28 186 84.95 15.05 100

Pearson chi2(1)= 0.937

Pr= 0.333

無 有 合計 無 有 合計

対照群 34 48 82 41.46 58.54 100

上位群 46 58 104 44.23 55.77 100

合計 80 106 186 43.01 56.99 100

Pearson chi2(1)= 0.143

Pr= 0.705

無 有 合計 無 有 合計

対照群 75 7 82 91.46 8.54 100

上位群 82 22 104 78.85 21.15 100

合計 157 29 186 84.41 15.59 100

Pearson chi2(1)= 5.546

Pr= 0.019

外国人観光客誘致等にかかる事業

外国語学校やそれに通う保護者に対する補助事業

国際交流協会にかかる事業

国際交流にかかる事業

小・中学校における英語事業などにかかる事業
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結果のまとめ

• 外国人人口数が上位100位に該当する自治体と、該当しない1都3県の
自治体における外国ルーツ者向け事業及び一般住民向けの国際交流事業
を分析対象とし、記述的な特性を把握した。
• 外国籍人口の上位自治体は154、非該当自治体は92であった。
• 該当/非該当自治体の間で財政力指数の差はなかった。
• 該当自治体において、PDFのweb掲載割合が低かった。

• PDF掲載のあった186自治体について、12個のキーワードで文書を検
索した結果、合計1,398の事業が抽出された。
• そのうち、680が外国ルーツ者向け事業、234が一般住民向け事業であった。
• 外国籍人口の上位該当自治体で実施割合が有意に高い（10%水準）事業は、次

のものであった。
• 特別永住者に対する事業、就労にかかる事業、多文化共生にかかる事業、ゴミ出しにかかる

事業、外国ルーツの子どもへの対応にかかる事業、外国ルーツ者とのコミュニケーションに
かかる事業、市町村窓口における意思疎通円滑化にかかる事業、外国人観光客誘致等にかか
る事業

考察

• 小笠原（2015）：
• 訪問調査から「多文化共生」先進自治体では、①行政情報の多言語化、②行政窓口への通訳配

置、③外国人の母国語による相談窓口の開設、④外国人の日本語習得に向けた支援、⑤外国人
子女に対する学習支援、に取り組んでいることを指摘。
⇒今回の調査でも外国人人口数が上位100位に該当する自治体においてこれらの事業を行っ

ている自治体が多い結果となった。

• 沼尾他（2023）：
• 外国人受入環境整備交付金制度の交付対象となった自治体及び外国人住民数及び割合の高い自

治体の合計107を対象として具体的にどのような施策を実施している自治体を対象に調査し、
61自治体（57％）から回答を得た。
⇒本調査で抽出されなかった事業なども実施されていることが示されている。

• 本分析の貢献：既に公表されている調査を使用してなるべくバイアスを避けつつ、
先進的で無い自治体を含めたデータセットを構築し、 「先進自治体」のみならず
「一般的自治体」にてどのような事業が実施されているのかを明らかにした点。

⇒外国ルーツ者に対する日本語支援にかかる事業は一般的自治体でも37.8%が実施していたが、
外国ルーツの子どもへの対応にかかる事業は3.66％に過ぎなかった。
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考察（続）

• 外国人を地域共生社会構築の構想にどう位置づけていくか・・・菊池（2019）
• 外国人集住地域だけでなく、全国自治体における課題
• 他方で、（管見の限り）これまで一般的自治体での施策対応の実態は知られていなかった。
• アンケート調査等、当該自治体の協力が必要な方法に拠らず、情報収集を可能とする今回の方

法は基礎的な事実把握に有用である可能性

• 特定技能2号における家族帯同の許可（2019年）
• （外国ルーツ者の）再生産領域の内部化が（日本国内で）今後進展して行くことを公式に限定

的ながらようやく認めたことを意味する。・・・小井土（2019）
⇒ 外国ルーツ者向けのケアや支援のニーズが増大する可能性

• そもそも現状までにおいても外国ルーツ者向けのケア・支援のニーズは存在
⇒ 医療・健康保険にかかる事例・・・沢田（2019）

• 特定技能２号の対象分野の追加（2023年） ⇒ ケアや支援のニーズが増大する可能性

• 分析結果は、「一般的自治体」（対照群）においても外国ルーツ者の割合の高い
地域と同じ割合で実施する政策もあれば、相対的に実施割合の低い事業もあっ
• ニーズに合わせてより弾力的に事業を実施している可能性（？） ⇒ 更なる検証は必要

考察（続）：無関係の事業について

• 対象自治体の484の事業が無関係の事業であった。
• キーワード検索を幅広く取ったために、分析に関連のない事業を関連するものとしてピック

アップしてしまった結果

• 事例としては
• 「筆耕翻訳料」

• 「ものづくり企業地域共生推進事業」

• 「福祉総合相談窓口」（説明：重層的な相談支援の実施により、地域共生社会の推進に寄与
した。 ） ⇒ 外国人、多文化、などが明示されていないので今回は非該当処理
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研究の限界

• 財政力の高い、外国ルーツ者のニーズがあると考えられる、自治体のデータを用
いていた分析
• ・・全国自治体を代表する結果では無い

⇒今回の研究は探索的研究であり、分析の第一歩。今後、財政力の低い、ニーズの低い、自治体のデータを収集
すれば全体的な分析を行うことは可能。

• 日本人向け（外国ルーツ者向けに特化していない）事業によって、外国ルーツ者
向けが実施されている場合は捕捉されない。
• インタビュー調査などで補完的に情報を収集する必要がある（が、そもそも外国ルーツ者が

どの程度利用しているかなどの情報を蓄積していない可能性も）

• 資料の性質による把握の程度の違い
• 政令指定都市は「主要施策の成果説明書」を公表する場合が多いが、網羅性に懸念が有る。

（現在のところの）結論と展望

【 （現在のところの）結論】
• 先進的自治体ではない、一般的自治体においては外国ルーツ者向け施策が

ニーズに合わせてより弾力的に事業を実施している可能性が示唆された。

【展望】
• 外国ルーツ住民数の増加に伴い、駒井・渡戸（1997）などに見られるよ

うな、先進自治体の事例研究から一般自治体で実施されている事業の実態
を把握するフェーズに移行すべきではないか？
• 良い事例の収集 ⇒ 現に居住している外国ルーツ者がどのような行政サービスを

受けているのか？（外国ルーツ者間の、居住地による処遇の違い）

• 事業として把握できる内容と、現場で実際に受けるサービス（ソーシャル
ワーク）は異なる可能性。
• 制度（事業）の要綱の内容と現に窓口で行われているサービス（ソーシャルワー

ク）を接続する研究の必要性？
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 「外国にルーツを持つ子どもたちの教育と生活の実質的な保障についての基礎的な研

究」講演会 質疑応答の記録 

 

日時：2026 年 3 月 10 日(火) 16:00～17:30 

場所：第４会議室（Zoom を併用したハイブリッド開催） 

講演者：藤井多希子（社会保障基礎理論研究部長)、泉田信行（社会保障応用分析研究部長) 

講演タイトル： 

・「外国人居住の視点を加えた人口学的特性からみた小地域の同質性と自治体レベルの多様

性－東京大都市圏 100km 圏の空間分析－」（藤井部長） 

・「外国ルーツ者の生活を支える自治体施策の実態把握－web 掲載決算書を用いた探索的分

析－」（泉田部長） 

対面参加者：田中調整官、中村主任研究官、黒田室長、藤井部長、泉田部長、久井室長、高

橋研究員 

オンライン参加者：岩澤部長、茂木主任研究官、別府室長、戸高研究員、佐々木、厚労省関

係者 

 

【質疑応答（藤井部長ご発表部分）】（以下敬称略） 

中村：26 クラスターもあると解釈が難しいので、指標の数を減らして精査することでより

明確な分類につながるように思われる。また合計 100％になる第１次産業～第３次産業従業

者比率をクラスター分析に含めてもよいのか、技術的な操作についてお伺いしたい。 

藤井：一次産業、二次産業、三次産業に分けたのは、人口の流動性が比較的少ない三次産業

に従事する外国人が高いエリア（都心）なのか、工場に勤める外国人が多く、流動性が高い

エリアなのかで分けたかったという意図がある。分析でも特に変な動きは見られなかった。

クラスター数をもう少し減らすことは今後検討していきたい。 

久井：小地域を分類して様々な分類が一つの自治体に集まっていれば多様性が高いという

風には言えると思うが、何らかの属性を持っていれば同質性が高いというのは理解が難し

い。例えば居住期間について、出生時から居住している人の割合が高ければ同質性が高いと

なっているが、そう言い切れるのか。 

藤井：同質性が高いというのは注目する指標によって、どんな特性であっても考え得る。今

回は自治体が生活課題やライフステージに関して政策を打つ時に参考になるような指標と

して年齢と居住期間を用いた。居住期間については、地縁性が高い農村型コミュニティを推

測するために、居住年数ではなく、出生時からの割合を用いた。 

 

【質疑応答（泉田部長ご発表部分）】 

藤井：細かい事業を類型化されているが、組み合わせの特徴は見られるか。例えば、外国人

人口が多くなると増える事業は外国人比率でみても同じか、あるいは外国人がいない地域
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で見られる事業の組み合わせなど、何か印象があれば教えていただきたい。 

泉田：政令市に関しては特徴が見えづらいところはある。多文化共生に関しては、人口の大

小を問わずとりあえず実施している所はあるかもしれない。また外国ルーツ者とのコミュ

ニケーションにかかる事業（通訳機等）も普遍的に行われている印象。それ以外の事業は、

有の比率自体が小さいので、そこまで外国人人口（比率）の大小が影響しているとは言えな

い可能性がある。 

佐々木：①決算書の費目から事業分類のカテゴリー化をしたプロセスについてもう少し詳

しく教えてほしい。②有意差が見られた事業については 0～19 歳の外国人人口・比率が高

い自治体であればどの自治体でも必要となってくる事業と捉えてよいのか。自治体がかな

り持ち出しで対応しているという話も聞くが、今後財源を明らかにすることで、国庫負担で

やるべきものは何かというインプリケーションにつなげることができるのか。 

泉田：①とりあえずは帰納的に分類していき、これをベースに改善していくという方策を考

えている。ただし、一つの事業で複数の目的がある場合には最初のものが優先順位が高いと

判断して分類した。②財源については明確な記述を見つけられていないので自治体の持ち

出しというような気がしている。国庫負担については分野による違いもあると思うので検

討していく。 

高橋：事業分類の考え方について伺いたい。また、外国ルーツ者が多い自治体で行われてい

る事業とそうでない事業での差を明らかにされたが、この結果をどう評価できるのか。外国

ルーツ者の大小にかかわらず実施すべき事業もある。 

泉田：分析としては外国ルーツと明記されていれば外国ルーツ向け、それ以外は一般と区別

した。一般向けと外国ルーツ向けという分類は現実には対象を分けられないものもある（例

えば多文化共生は外国ルーツ者にも一般住民もどちらにもアクションの対象となり得る）

が、今回の分析では直接的なアプローチの対象として外国ルーツ者と書いてあるものを外

国ルーツ者向け事業として振り分けた。逆に一般と外国ルーツ問わず行っているような事

業（防災など）は書かれていないだけで外国ルーツ者も対象としている可能性もあるが、拾

えていない。この辺はヒアリングやアンケート調査で補完していく必要がある。 

岩澤：外国ルーツ者向け政策が多いというのは外国人が住みやすくなる、すなわち外国人が

入りやすくなっていることを示すバロメーターとして考えられるか。あるいは外国人が入

りにくくなる施策も含まれていると考えられるのか。 

泉田：基本的には住みやすくなる、入ってきやすくなる施策と捉えられるが、一点だけ「住

民税の納入通知書の翻訳」は（払いやすくしてもらうという意味だと思うが）例外かもしれ

ない。 

（記録：佐々木織恵） 
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5.  資料 
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(1) 子どものウェルビーイング指標に関する公的調査における、外国ルーツの子どもの位置

づけ 

 

 本報告書、第３章では、外国ルーツの子どもや保護者への政策的対応を検討するためのデ

ータは不足していることが指摘された。先行研究でも、国内の統計調査において、国籍や出

身国が設問に含まれることが少なく、外国にルーツを持つ子ども達が抱える影響を示す具

体的なデータが不足しており、国内の外国にルーツを持つ子どもに関する研究が質的な分

野に偏っていることについて問題提起がなされてきた（山本 2025）。そこで、本資料では、

子どものウェルビーイング指標を整理することにより、外国ルーツの子どもの実態を捉え

る指標として、何が存在し、何が存在しないのか、何について把握することが求められるの

かを改めて確認する。 

 ウェルビーイングとは、身体的・精神的・将来的に良い状態にあることを意味しており、

短期的な幸福だけでなく、生きがいや人生の意義などの将来にわたる持続的な幸福を捉え

る概念である。こども大綱でもすべてのこども・若者が人格形成の基礎を築き、健やかに成

長し、ひとしく権利の擁護が図られ、将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生

活を送ることができる「こどもまんなか社会」が目指されている（こども家庭庁 2023）。ま

た、2023 年度～ 2027 年度の第 4 期教育振興基本計画の中でも、2 つの主要コンセプト

のうちの 1 つに「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」が据えられており、省庁

をまたいでその実現が目指されている（文部科学省 2023）。 

 子どものウェルビーイングを捉える指標としては、国際機関が出しているものとしては、

「OECD こどものウェルビーイングダッシュボード(OECD Child Well-being Dashboard)」

や UNICEF のイノチェンティ・レポートカード等があり、国内ではこども大綱別紙 1「「こ

どもまんなか社会」の実現に向けた数値目標」と、別紙 2「こども・若者、子育て当事者の

置かれた状況等を把握するための指標」がある（エム・アール・アイ リサーチアソシエイ

ツ 2024）。本資料では UNICEF の子どものウェルビーイング指標をベースに、各指標につ

いて、上記のこども大綱別紙１や２でどのように扱われているのか、また各指標に類似する

ものとして、どのような公的調査があるのかを示す。そのうえで、そうした公的調査の調査

票において、国籍など移民背景を把握するような項目があるか、ある場合に選択肢はどのよ

うな項目となっているか、他に外国ルーツであることを識別できる設問が含まれているの

かについて調べ、表１に示した2。 

 結論として、外国ルーツの子どもが識別できる項目は、①PISA調査から把握できるもの、

②人口動態統計から把握できるもの、③賃金構造基本統計調査や国勢調査から把握できる

 

2 統計法上の基幹統計調査、一般統計調査、業務統計に加え、所管省庁による調査研究事

業や国際調査、独立行政法人による調査も公的調査として扱った。また例示した公的調査

の調査票に含まれない場合でも、他調査で何かしら情報が得られる場合は※で示した。 
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ものに限られた。①では「生活に満足していると思う 15 歳のこどもの割合」「PISA テスト

の読解力・数学分野で基礎的習熟度に達している 15 歳の生徒の割合」「すぐに友達ができ

ると答えた 15 歳の生徒の割合」「インターネットでの活動に費やす時間」「学校への所属

感」「家にある本の冊数や種類」等の項目において、本人と父母の出生地（日本／外国）が

把握でき、他に来日時の年齢や家で話す言語についても把握されている。②では「年齢(特

定階級)別自殺者数」「年齢（特定階級）別死亡者数」「性別にみた都道府県別出生時の平均

体重 2,500g 未満の出生数及び割合」「他殺による死亡数・死亡率」の項目において、国籍が

聞かれており、日本/韓国・朝鮮/中国/フィリピン/タイ/米国/英国/ブラジル/ペルー/その

他/不詳の選択肢が設けられていた。③では賃金構造基本統計調査において、実労働日数、

所定内実労働時間数、超過実労働時間数が在留資格別に把握されており、国勢調査において、

失業やニートの実態が国籍別に把握されている3。 

 一方で、子どもの肥満、遊びや運動をする時間、家族や親族からのサポート、家庭や学校

での意思決定、保護者のサポートネットワーク、保護者の仕事と家庭との両立、保護者と学

校との関係、遊びや体験活動の利用実態等について、外国ルーツの子どもや世帯の状況を把

握するための全国的な情報は、公的調査からは得られないことが分かった。また、育児休業

取得率や子どもの貧困率、予防接種の状況、子どもがいる世帯で困ったときに頼れる人がい

る割合なども、外国ルーツの子どもや保護者の全国的な状況が把握できるような公的調査

は管見の限り存在しない。これらの項目に関して、外国ルーツの子どもやその保護者の実態

把握は、自治体レベルの調査データを用いて行われていたり、事例調査に委ねられているの

が現状で、全国的な状況の把握は困難な状況にある。 

 このような状況において、国立社会保障・人口問題研究所では、2027 年の「生活と支え

合いに関する調査」において、外国籍者や外国籍の保護者の生活や家族関係、社会経済状況、

相対的剥奪、公的な給付の受給と私的ネットワークなどの実態を把握するべく、国籍や滞在

年数に関する設問の導入を検討している。こうした設問の導入により、外国人子育て世帯の

生活や就労、子育ての現状把握が進む可能性はある。ただし、標本調査の場合、子どもがい

る外国人の母数を十分に確保することが難しく、また調査票の多言語対応に限界があるこ

となど、統計的に説明力のある結果が得られるとは限らず、結果の解釈には留意すべき点が

多い。しかしながら今後、外国ルーツの親子が増加していく中で、彼ら特有の困りごとやニ

ーズを特定できるような指標の取得は必然となっていくと考えられ、こうした取り組みが

少しずつ増加していくことが望まれる。 

 本稿ではユニセフの子どものウェルビーイング指標を取り上げて検討したが、子どもの

ウェルビーイングを捉える指標は、上述の OECD やこども家庭庁の指標ではより幅広く設

 

3 これらは移民背景に関する情報を含む調査であるが、調査対象が限られていたり、日本

での滞在年数や在留資格など、その特性を幅広く捉える設問が十分に設定されていない場

合が多いという限界はある。 
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定されており、日本の既存の公的調査においても、UNICEF のウェルビーイング指標を超

えて幅広くデータが蓄積されている側面もある。こうした限界はあるが、外国ルーツの親子

の実態を相対的に捉えるための材料が公的調査にどの程度存在しているのかについて、

UNICEF のウェルビーイング指標を用いて検討したのが本稿の意義と考える。今後は、定

性的研究に加え、定量的研究においても、公的調査の二次利用申請や新たな質問紙調査の開

発などにより、外国ルーツの子ども達やその保護者のウェルビーイングの実態を多角的に

捉えていくことが求められる。 
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（2026 年 5 月 27 日最終閲覧） 

・文部科学省 (2023) 第 4 期教育振興基本計画リーフレット 

https://www.mext.go.jp/content/20230928-mxt_soseisk02-100000597_07.pdf（2026 年 5 

月 27 日最終閲覧） 

・山本直子（2025）「外国にルーツを持つ子どもたちの権利と支援の再考 ―必要なセーフテ

ィネットを利用できていない世帯に着目して―」『社会保障研究』9 (4), pp. 446-460. 

・UNICEF Innocenti (2020) Innocenti Report Card 16:Worlds of Influence: Understanding 

what shapes child well-being in rich countries, UNICEF Office of Research, Innocenti, 

Florence. 
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左
記

調
査

票
に

お
け

る
移

民
背

景
（
国

籍
等

）
の

項
目

左
記

調
査

票
に

お
け

る
選

択
肢

の
項

目

左
記

調
査

票
に

お
け

る
、

そ
の

他
の

外
国

籍
／

外
国

生
ま

れ
の

方
へ

の
質

問
項

目

分
野

指
標

「
こ

ど
も

ま
ん

な
か

社
会

」
の

実
現

に
向

け
た

数
値

目
標

に
お

け
る

類
似

項
目

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

の
出

典

生
活

満
足

度
の

高
い

 1
5
 歳

の
子

ど
も

の
割

合
「
生

活
に

満
足

し
て

い
る

」
と

思
う

こ
ど

も
の

割
合

「
生

活
に

満
足

し
て

い
る

」
と

思
う

1
5
歳

の
こ

ど
も

の
割

合
O

E
C

D
「
生

徒
の

学
習

到
達

度
調

査

（
P

IS
A

）
」

本
人

及
び

父
母

の
出

生
地

日
本

／
外

国
・
来

日
し

た
時

の
年

齢
・
家

で
話

す
言

語

1
5

 ～
 1

9
 歳

の
若

者
の

自
殺

率
（
1

0
 万

人
あ

た
り

の
自

殺
者

数
）

小
・
中

・
高

生
の

自
殺

者
数

3
0
 歳

未
満

の
自

殺
者

数
年
齢
(
特
定
階
級
)
別
自
殺
者
数

人
口

動
態

調
査

死
亡

し
た

人
の

国
籍

日
本

／
韓

国
朝

鮮
／

中
国

／
フ

ィ
リ

ピ
ン

／
タ

イ
／

米
国

　
／

英
国

／
ブ

ラ
ジ

ル
／

ベ
ル

―
／

そ
の

他
の

国
／

不
詳

－

5
 〜

 1
4

 歳
の

子
ど

も
の

死
亡

率

（
1

,0
0

0
 人

あ
た

り
の

死
亡

数
）

3
0
 歳

未
満

の
不

慮
の

事
故

で
の

死
亡

者
数

年
齢

（
特

定
階

級
）
別

死
亡

者
数

人
口

動
態

調
査

死
亡

し
た

人
の

国
籍

日
本

／
韓

国
朝

鮮
／

中
国

／
フ

ィ
リ

ピ
ン

／
タ

イ
／

米
国

　
／

英
国

／
ブ

ラ
ジ

ル
／

ベ
ル

―
／

そ
の

他
の

国
／

不
詳

－

過
体

重
ま

た
は

肥
満

で
あ

る
 5

 〜

1
9

 歳
の

子
ど

も
と

若
者

の
割

合

児
童

・
生

徒
に

お
け

る
肥

満
傾

向
児

の
割

合
5

~
1

7
歳
の
肥
満
傾
向
児
の
割
合

学
校

保
健

統
計

調
査

－
－

－

P
IS

A
 テ

ス
ト

の
読

解
力

・
数

学
分

野
で

基
礎

的
習

熟
度

に
達

し
て

い
る

1
5
歳

の
生

徒
の

割
合

無
し

P
IS

A
 テ

ス
ト
の
読
解
力
・
数
学
分

野
で
基
礎
的
習
熟
度
に
達
し
て
い
る

1
5
歳
の
生
徒
の
割
合

O
E

C
D

「
生

徒
の

学
習

到
達

度
調

査

（
P

IS
A

）
」

本
人

及
び

父
母

の
出

生
地

日
本

／
外

国
・
来

日
し

た
時

の
年

齢
・
家

で
話

す
言

語

「
す
ぐ
に
友
達
が
で
き
る
」
と
答

え
た

 1
5

 歳
の
生
徒
の
割
合

社
会

的
ス

キ
ル

を
身

に
つ

け
て

い
る

こ
ど

も
の

割
合

（
学

校
で

は
す

ぐ
に

友
達

が
で

き
る

子
ど

も
の

割
合

）

「
す
ぐ
に
友
達
が
で
き
る
」
と
答
え

た
 1

5
 歳

の
生
徒
の
割
合

O
E

C
D
「
生
徒
の
学
習
到
達
度
調
査

（
P

IS
A
）
」

本
人

及
び

父
母

の
出

生
地

日
本

／
外

国
・
来

日
し

た
時

の
年

齢
・
家

で
話

す
言

語

遊
び

1
0

 歳
の
子
ど
も
の
外
遊
び
頻
度

（
週
あ
た
り
の
日
数
）

遊
び

や
体

験
活

動
の

機
会

や
場

が
十

分
に

あ
る

」
と

思
う

人
の

割
合

学
校
の
体
育
の
授
業
以
外
で
１
日
に

ど
の
く
ら
い
の
時
間
、
遊
び
を
含
む

運
動
や
ス
ポ
ー
ツ
を
し
て
い
る
か
。

（
小
学
校
5
年
生
と
中
学
2
年
生
対

象
）

全
国
体
力
・
運
動
能
力
、
運
動
習
慣

等
調
査

－
－

－

デ
ジ

タ
ル

子
ど

も
の

平
均

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
利

用
時

間
無

し
青
少
年
及
び
低
年
齢
層
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
の
利
用
時
間
（
利
用
機
器
の

合
計
／
平
日
１
日
あ
た
り
）

青
少
年
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
環

境
実
態
調
査

－ ※
左
記
に
は
移
民
背
景
の
項
目

は
な
い
が
、
P
I
S
A
調
査
の
中
で

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
活
動
に

費
や
す
時
間
に
関
す
る
項
目
が

あ
る

－
－

表
１

　
子

ど
も

の
ウ

ェ
ル

ビ
ー

イ
ン

グ
指

標
に

関
す

る
公

的
調

査
に

お
け

る
、

外
国

ル
ー

ツ
の

子
ど

も
の

位
置

づ
け

U
N

IC
E

F
の

子
ど

も
の

ウ
ェ

ル
ビ

ー
イ

ン
グ

指
標

日
本

の
類

似
調

査

子
ど

も
の

幸
福

度 （
ア

ウ
ト

カ
ム

）

精
神

的
幸

福
度

身
体

的
健

康

行
動

ス
キ

ル
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左
記

調
査

票
に

お
け

る
移

民
背

景
（
国

籍
等

）
の

項
目

左
記

調
査

票
に

お
け

る
選

択
肢

の
項

目
左

記
調

査
票

に
お

け
る

、
そ

の
他

の
外

国
籍

／
外

国
生

ま
れ

の
方

へ
の

質
問

項
目

分
野

指
標

「
こ

ど
も

ま
ん

な
か

社
会

」
の

実
現

に
向

け
た

数
値

目
標

に
お

け
る

類
似

項
目

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

の
出

典

1
5

 歳
の
子
ど
も
が
答
え
た
家
族

か
ら
受
け
て
い
る
サ
ポ
ー
ト
の
レ

ベ
ル

「
ど

こ
か

に
助

け
て

く
れ

る
人

が
い

る
」
と

思
う

こ
ど

も
・
若

者
の

割
合

家
族
・
親
族
と
の
関
わ
り
（
悩
み
の

相
談
／
困
っ
た
と
き
の
助
け
／
本
音

を
話
せ
る
等
）
（
1
0
～
1
4
歳
／
1
5
～

3
9
歳
／
4
0
～
6
9
歳
）

こ
ど
も
・
若
者
の
意
識
と
生
活
に
関

す
る
調
査

－
－

－

「
家
庭
で
の
意
思
決
定
に
参
加
し

て
い
る
」
と
答
え
た

 1
0

 歳
の
子

ど
も
の
割
合

無
し

・
親

（
保

護
者

）
と

自
分

の
考

え
や

意
見

に
つ

い
て

話
す

か
。

・
親

（
保

護
者

）
に

よ
る

子
ど

も
の

考
え

の
尊

重
（
学

習
塾

や
習

い
事

、
進

路
や

学
校

の
選

択
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
の

利
用

、
家

事
の

分
担

、
自

分
の

買
い

物
、

家
庭

内
で

の
重

要
事

項
の

決
定

に
つ

い
て

）
（
高

校
生

対
象

）

高
校

生
の

社
会

参
加

に
関

す
る

意
識

調
査

ー
日

本
・
米

国
・
中

国
・
韓

国
の

比
較

ー

－
－

－

仲
間

1
5

 歳
の
子
ど
も
の
い
じ
め
を
受

け
て
い
る
頻
度

・
い

じ
め

の
重

大
事

態
の

発
生

件
数

・
パ

ソ
コ

ン
や

携
帯

電
話

等
で

の
誹

謗
・

中
傷

等
の

い
じ

め
被

害

い
じ
め
の
認
知
学
校
数
・
認
知
件
数

（
小
学
校
／
中
学
校
／
高
等
学
校
／

特
別
支
援
学
校
別
）

児
童

生
徒

の
問

題
行

動
・
不

登
校

等
生

徒
指

導
上

の
諸

課
題

に
関

す
る

調
査

－ ※
左

記
に

は
移

民
背

景
の

項
目

は
な

い
が

、
「
令

和
７

年
度

在
留

外
国

人
に

対
す

る
基

礎
調

査
報

告
書

」
の

中
で

、
子

育
て

に
つ

い
て

の
困

り
ご

と
の

選
択

肢
の

一
つ

と
し

て
い

じ
め

に
関

す
る

も
の

が
あ

る

－ ※
同

左
－

1
5

 歳
の
子
ど
も
の
学
校
へ
の
帰

属
意
識

社
会
的
ス
キ
ル
を
身
に
つ
け
て
い
る

こ
ど
も
の
割
合
（
学
校
で
は
す
ぐ
に

友
達
が
で
き
る
子
ど
も
の
割
合
）

生
徒
の
学
校
へ
の
所
属
感
（
学
校
の

一
員
だ
と
感
じ
て
い
る
・
ほ
か
の
生

徒
た
ち
は
私
を
よ
く
思
っ
て
く
れ
て

い
る
・
学
校
で
は
す
ぐ
に
友
達
が
で

き
る
・
学
校
は
気
後
れ
が
し
て
居
心

地
が
悪
い
・
学
校
で
は
よ
そ
者
だ
と

感
じ
る
）

O
E

C
D
「
生
徒
の
学
習
到
達
度
調
査

（
P

IS
A
）
」

本
人

及
び

父
母

の
出

生
地

日
本

／
外

国
・
来

日
し

た
時

の
年

齢
・
家

で
話

す
言

語

「
学
校
で
の
意
思
決
定
に
参
加
し

て
い
る
」
と
答
え
た

 1
0

 歳
の
子

ど
も
の
割
合

無
し

・
学

校
の

校
則

は
生

徒
の

意
見

を
反

映
し

て
い

る
と

思
う

か
。

・
所

属
す

る
学

校
で

生
徒

が
処

分
さ

れ
る

時
に

、
そ

の
生

徒
に

弁
明

す
る

機
会

が
与

え
ら

れ
る

か
。

（
高

校
生

対
象

）

高
校

生
の

社
会

参
加

に
関

す
る

意
識

調
査

ー
日

本
・
米

国
・
中

国
・
韓

国
の

比
較

ー

－
－

－

保
護

者
と

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

子
育

て
に

関
し

保
護

者
が

誰
か

ら
サ

ポ
ー

ト
を

受
け

ら
れ

る
か

「
保

護
者

の
子

育
て

が
地

域
で

支
え

ら
れ

て
い

る
」
と

思
う

人
の

割
合

「
保

護
者

が
、

こ
ど

も
の

基
本

的
な

生
活

習
慣

や
自

立
心

等
を

育
む

教
育

を
家

庭
で

行
う

た
め

の
支

援
が

さ
れ

て
い

る
」
と

思
う

人
の

割
合

「
子
ど
も
の
世
話
や
看
病
に
関
し
て

頼
れ
る
人
が
い
る
か
ど
う
か
」

生
活
と
支
え
合
い
に
関
す
る
調
査

－
－

－

仕
事

と
家

庭
の

両
立

に
苦

労
し

て
い

る
労

働
者

の
割

合
「
社

会
に

お
い

て
、

共
働

き
・
共

育
て

（
家

庭
内

で
男

女
と

も
に

仕
事

や
家

事
、

子
育

て
に

参
画

す
る

こ
と

）
が

推
進

さ
れ

て
い

る
」
と

思
う

人
の

割
合

「
社

会
に

お
い

て
、

共
働

き
・
共

育
て

（
家

庭
内

で
男

女
と

も
に

仕
事

や
家

事
、

子
育

て
に

参
画

す
る

こ
と

）
が

推
進

さ
れ

て
い

る
」
と

思
う

人
の

割
合

こ
ど

も
政

策
の

推
進

に
関

す
る

意
識

調
査

－
－

－

本
業

で
の

週
平

均
労

働
時

間
週

労
働

時
間

 4
0
 時

間
以

上
の

雇
用

者
の

う
ち

週
労

働
時

間
 6

0
 時

間
以

上
の

雇
用

者
の

割
合

実
労

働
日

数
、

所
定

内
実

労
働

時
間

数
、

超
過

実
労

働
時

間
数

賃
金

構
造

基
本

統
計

調
査

在
留

資
格

－
－

保
護

者
と

学
校

保
護

者
に

よ
る

学
校

と
の

関
係

に
つ

い
て

の
評

価
「
学

校
は

、
こ

ど
も

が
安

全
に

安
心

し
て

過
ご

す
こ

と
が

で
き

る
、

こ
ど

も
に

と
っ

て
大

切
な

居
場

所
の

1
つ

で
あ

る
」
と

思
う

人
の

割
合

「
学

校
は

、
こ

ど
も

が
安

全
に

安
心

し
て

過
ご

す
こ

と
が

で
き

る
、

こ
ど

も
に

と
っ

て
大

切
な

居
場

所
の

1
つ

で
あ

る
」
と

思

う
人

の
割

合

こ
ど

も
政

策
の

推
進

に
関

す
る

意
識

調
査

－
－

－

学
校

人
間

関
係

家
族

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

保
護

者
と

職
場

U
N

IC
E

F
の

子
ど

も
の

ウ
ェ

ル
ビ

ー
イ

ン
グ

指
標

日
本

の
類

似
調

査
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左
記

調
査

票
に

お
け

る
移

民
背

景
（
国

籍
等

）
の

項
目

左
記

調
査

票
に

お
け

る
選

択
肢

の
項

目
左

記
調

査
票

に
お

け
る

、
そ

の
他

の
外

国
籍

／
外

国
生

ま
れ

の
方

へ
の

質
問

項
目

分
野

指
標

「
こ

ど
も

ま
ん

な
か

社
会

」
の

実
現

に
向

け
た

数
値

目
標

に
お

け
る

類
似

項
目

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

の
出

典

家
庭

の
資

源

「
家

に
学

校
の

勉
強

に
役

立
つ

本
が

あ
る

」
と

答
え

た
 1

5
 歳

の
子

ど
も

の
割

合

無
し

「
中
学
生
以
下
の
子
ど
も
の
本
や
雑

誌
を
買
っ
て
い
る
」
と
い
う
人
の
割

合
（
中
学
生
以
下
の
子
ど
も
が
い
る

世
帯
対
象
）

家
庭

の
生

活
実

態
及

び
生

活
意

識
に

関
す

る
調

査
－ ※

左
記

に
は

移
民

背
景

の
項

目
は

な
い

が
、

P
IS

A
調

査
の

中
で

、
家

に
あ

る
本

の
冊

数
や

種
類

に
関

す
る

設
問

が
あ

る

－
－

地
域

の
資

源

「
地

域
に

十
分

な
遊

び
場

が
あ

る
」
と

答
え

た
 1

0
 歳

の
子

ど
も

の
割

合
「
あ

な
た

の
周

り
に

は
、

こ
ど

も
や

若
者

の
遊

び
や

体
験

活
動

の
機

会
や

場
が

十
分

に
あ

る
」
と

思
う

人
の

割
合

「
あ

な
た

の
周

り
に

は
、

こ
ど

も
や

若
者

の
遊

び
や

体
験

活
動

の
機

会
や

場
が

十
分

に
あ

る
」
と

思
う

人
の

割
合

こ
ど
も
政
策
の
推
進
に
関
す
る
意
識

調
査

－
－

－

母
親

・
父

親
に

認
め

ら
れ

る
育

児
休

業
の

週
数

（
給

与
と

同
等

の
給

付
換

算
）

・
男

性
の

育
児

休
業

取
得

率
・
（
育

児
休

業
後

復
職

し
た

者
の

う
ち

）
男

女
の

育
児

休
業

取
得

期
間

・
男

性
の

育
児

休
業

取
得

率
・
（
育

児
休

業
後

復
職

し
た

者
の

う
ち

）
男

女
の

育
児

休
業

取
得

期
間

雇
用

均
等

基
本

調
査

－
－

－

子
ど

も
の

貧
困

率
：
世

帯
所

得
が

中
央

値
の

 6
0
％

に
満

た
な

い
世

帯
に

暮
ら

す
子

ど
も

の
割

合

こ
ど

も
の

貧
困

率
ひ

と
り

親
世

帯
の

貧
困

率
・
「
子
ど
も
の
貧
困
率
」
（

1
7

 歳
以
下
）

・
「
子
ど
も
が
い
る
現
役
世
帯
」

（
世
帯
主
が

 1
8

 歳
以
上

 6
5

 歳
未
満

で
子
ど
も
が
い
る
世
帯
）
の
貧
困
率

国
民

生
活

基
礎

調
査

－
－

－

就
学

年
齢

の
 1

 年
前

に
体

系
的

な
学

習
に

参
加

し
て

い
る

子
ど

も
の

割
合

ひ
と

り
親

家
庭

の
こ

ど
も

の
就

園
率

（
保

育
所

・
幼

稚
園

等
）

・
保
育
所
等
を
利
用
す
る
児
童
の
数

と
割
合
（

0
歳
児
／

1
・

2
歳
児
／

3
歳

以
上
児
）

・
幼
稚
園
と
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど

も
園
の
在
学
者
数

・
保
育
所
等
関
連
状
況
取
り
ま
と
め

・
学
校
基
本
調
査

－ ※
左

記
に

は
移

民
背

景
の

項
目

は
な

い
が

、
「
令

和
７

年
度

在
留

外
国

人
に

対
す

る
基

礎
調

査
報

告
書

」
の

中
で

、
５

歳
以

下
の

子
ど

も
の

幼
稚

園
・
保

育
所

に
通

園
す

る
割

合
が

示
さ

れ
て

い
る

。

－ ※
同
左

－

就
学

・
就

労
・
職

業
訓

練
の

い
ず

れ
も

行
っ

て
い

な
い

 1
5

 ～
 1

9
 歳

の

若
者

の
割

合
（
ニ

ー
ト

率
）

無
し

1
5
～

3
4
歳
の
就
業
・
失
業
・
通

学
の
い
ず
れ
も
行
っ
て
い
な
い
者
の

割
合
（
労
働
力
状
態
の
質
問
項
目
で

「
そ
の
他
」
に
回
答
）

国
勢
調
査

国
籍

日
本
／
外
国

国
名

は
し
か
ワ
ク
チ
ン
の

 2
 回

目
の
接

種
を
受
け
た
子
ど
も
の
割
合

無
し

定
期
の
予
防
接
種
実
施
者
数
（
実
施

人
員
及
び
そ
の
対
象
人
口
に
占
め
る

割
合
）

地
域

保
健

・
健

康
増

進
事

業
報

告
－

－
－

出
生
時
の
体
重
が

 2
,5

0
0

 グ
ラ
ム

未
満
の
乳
児
の
割
合

無
し

性
別

に
み

た
都

道
府

県
別

出
生

時
の

平
均

体
重

2
,5

0
0

g
未

満
の

出
生

数
及

び
割

合

人
口

動
態

調
査

父
母
の
国
籍

日
本
/
韓
国
・
朝
鮮
/
中

国
/
フ
ィ
リ
ピ
ン
/
タ
イ
/

米
国
/
英
国
/
ブ
ラ
ジ
ル
/

ペ
ル
ー
/
そ
の
他
/
不
詳

－

資
源

政
策

社
会

教
育

健
康

U
N

IC
E

F
の

子
ど

も
の

ウ
ェ

ル
ビ

ー
イ

ン
グ

指
標

日
本

の
類

似
調

査
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左
記

調
査

票
に

お
け

る
移

民
背

景
（
国

籍
等

）
の

項
目

左
記

調
査

票
に

お
け

る
選

択
肢

の
項

目
左

記
調

査
票

に
お

け
る

、
そ

の
他

の
外

国
籍

／
外

国
生

ま
れ

の
方

へ
の

質
問

項
目

分
野

指
標

「
こ

ど
も

ま
ん

な
か

社
会

」
の

実
現

に
向

け
た

数
値

目
標

に
お

け
る

類
似

項
目

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

日
本

の
類

似
調

査
項

目
例

の
出

典

購
買
力
平
価

 (
P

P
P

)に
基
づ
く

 1

人
あ
た
り
国
民
総
所
得
（

G
N

I）
無

し
日
本
の
購
買
力
平
価

 (
P

P
P

)に
基
づ

く
1
人
あ
た
り
国
民
総
所
得
（

G
N

I）
世

界
銀

行
（
W

o
rl
d

 B
a

n
k
）「

G
N

I p
e

r

c
a

p
it
a

, 
P

P
P

（c
u
rr

e
n
t 
in

te
rn

a
ti
o

n
a

l

$
）」

失
業
率

無
し

失
業

者
割

合
国
勢
調
査

国
籍

日
本
／
外
国

国
名

困
っ

た
と

き
に

頼
れ

る
人

が
い

る
人

の
割

合
・
「
こ

ど
も

の
世

話
や

看
病

に
つ

い
て

頼
れ

る
人

が
い

る
」
と

思
う

子
育

て
当

事
者

の
割

合
・
こ

ど
も

が
あ

る
世

帯
の

世
帯

員
で

頼
れ

る
人

が
い

な
い

と
答

え
た

人
の

割
合

（
ひ

と
り

親
世

帯
）

・
こ

ど
も

が
あ

る
世

帯
の

世
帯

員
で

頼
れ

る
人

が
い

な
い

と
答

え
た

人
の

割
合

（
等

価
可

処
分

所
得

第
Ｉ～

Ⅲ
十

分
位

）

・
9

 種
類

の
事

柄
（サ

ポ
ー

ト
種

類
）
ご

と
の

、
頼

れ
る

人
（サ

ポ
ー

ト
提

供
者

）
の

有
無

（
1

8
 歳

以
上

の
世

帯
員

対
象

）
・
家

族
や

親
戚

、
友

達
、

地
域

の
人

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
に

お
け

る
、

「
困

っ
た

と
き

に
助

け
て

く
れ

る
人

が
い

る
」
割

合

・
生
活
と
支
え
合
い
に
関
す
る
調
査

・
こ
ど
も
・
若
者
の
意
識
と
生
活
に

関
す
る
調
査

－
－

－

人
口

 1
0

 万
人
あ
た
り
の
意
図
的

殺
人
に
よ
る
死
亡
数

無
し

他
殺
に
よ
る
死
亡
数
・
死
亡
率
（
人

口
1

0
万
対
）

人
口

動
態

調
査

死
亡
し
た
人
の
国
籍

日
本
/
韓
国
・
朝
鮮
/
中

国
/フ

ィ
リ
ピ
ン
/タ

イ
/

米
国
/
英
国
/ブ

ラ
ジ
ル
/

ペ
ル
ー
/そ

の
他
/不

詳

－

大
気

汚
染

：
微

小
粒

子
状

物
質

（P
M

2
.5

）
の

年
間

平
均

濃
度

（
μ

/m
3
）

無
し

一
般

局
と

自
排

局
に

お
け

る
、

 P
M

2
.5

濃
度

の
年

平
均

値
大
気
汚
染
物
質
に
係
る
常
時
監
視
測

定
結
果

安
全
に
管
理
さ
れ
た
水
を
利
用
し

て
い
る
人
の
割
合

無
し

日
本

に
お

け
る

（
安

全
に

）
処

理
さ

れ
た

排
水

量
の

割
合

W
H

O
／

U
N

IC
E

F
 J

o
in

t 
M

o
n
it
o

ri
n
g

P
ro

g
ra

m
m

e
 f
o

r 
W

a
te

r 
S

u
p

p
ly

,

S
a

n
it
a

ti
o

n
 a

n
d

 H
yg

ie
n
e

 (
J
M

P
)

出
典

：
筆

者
作

成

日
本

の
類

似
調

査

状
況

経
済

社
会

環
境

U
N

IC
E

F
の
子
ど
も
の
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
指
標
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